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（１） 年はすべて西暦で示してあります。ただし、本文中に「○○年度」と表示がしてある場合は、
当社の事業年度を示します。なお、当社における事業年度は　4月 1日から 3月 31日までと
なっています。

（２） 実情説明書に記載した「経営統合」「統合」は、特に説明を記載していない場合には、旧日
本電池（株）と旧（株）ユアサコーポレーションの会社統合にかかわるしくみや制度などの
統合を意味します。

また、「（年度）産業電池生産本部方針書」などは「（年度）生産本部方針書」や「（年度）
本部方針書」と省略形で表記している箇所があります。

（３） “活動の経過”や“実施状況”の本文において、しくみ・制度・帳票類は「　」で示し、中
でも強調するものはゴシック体に、さらに強調するものはゴシック体の青字で示しています。

体系図やフロー図の中での実線は業務の流れ、点線はフィードバックを示しています。

（４） 効果の図で、実績は黒丸・実線（●　●）で、目標は白丸・点線（○　○）で、または目標
ラインを点線（　　）で示しています。

（５） 実情説明書に記載した用語のうち、当社独自の専門用語と改善活動に関する主な用語を下表に
示します。尚、辞書の解釈どおりの用語や製造業で一般的に使用される経営用語、技術用語、
品質管理の分野で一般的に使用されている用語などの解説は除外してあります。

主な用語

・ ＩＤシステム

・ Ｒ３（又はＲ／３）

・ ＳＰＳ活動

・ ＮＱＡＳ

・ クラッド極板

・ ＣＲ    Cost Reduction (原価低減) の略

・ ＪＩＴ

・ ソルティング

・ ＤＢ化

・ ＶＩＰ活動

・ ペースト極板

・ ＭＥＳ

   鉛酸化物（活物質）の粉をペースト状にして、鉛格子に充填した蓄電池の極板
 をいう

   Manufacturing Execution System（製造実行システム）の略で、生産実績情報
 の見える化により、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙな生産体制の確立やﾘｰﾄﾞﾀｲﾑの短縮を目的としたシス
 テムである

   Innovation Design System (革新的仕様伝達システム) の略で、据置集合電池
 の手配業務効率化を目的としたシステムである

   SAP社のERPパッケージで、弊社統合後に導入した基幹業務システムである

   Sanden Production System (産業電池生産本部 生産方式） 活動の略で、TPS
 (ﾄﾖﾀ生産方式) 活動を取り入れた、当本部の生産能率向上を目的とした部門横断
 プロジェクト活動である

   Data Base化の略で、主にｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｿﾌﾄでの共有ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化を指す

   アルカリ蓄電池の封口部からの漏液により、わずかに白い粉を吹く現象のこと
 をいう

   Value Innovation Project（価値革新プロジェクト）活動の略で、原価低減を
 目的として、経営統合以降に従来の活動を強化したものである

実情説明書 の 記載事項　

   Just In Time の略で、「受注物件詳細仕様情報システム」を指す

   New Quality Assurance System between first and second parties の略で、
 ISO9001に基づいて審査するNTTグループの品質管理方式である

   多孔性のチューブの中央に鉛合金の心金を通し、その周囲に活物質を充填した
 蓄電池の極板をいう
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1.1　企業理念

１．会 社 概 要 （株式会社ＧＳユアサ）

1．尊敬と融和の精神を持とう。
2．よく話し合いをしよう。
3．統合成果を挙げて前進しよう。

1．製品とサービスを日々良くしよう。
2．全員でお客様とコミュニケーションしよう。
3．お客様の期待を超える品質・サービスを提供しよう。

1．社会の一員であることを忘れず、社会の規範を遵守
　　しよう。
2．会社は、ムダを最小化し、利益の適正部分を

3．会社は、職場環境を向上させます。
　　未来のための投資に当て、夢を育てます。

私たちはジーエス・ユアサ
グループの社員です

新しいジーエス・ユアサ
グループを力を合わせて
つくっていこう

新しく生まれたジーエス・
ユアサグループの発展の
ために

パープルカード

グリーンカード

オレンジカード

チームを組んで仕事を進めよう

お客様の視点で仕事をしよう

社員として誇りをもてる会社にしよう

いつもあなたのそばに、GSユアサ。 

 

ＧＳユアサは、社員と企業の「革新と成長」を
通じ、人と社会と地球環境に貢献します。

 
革新と成長 

 
  
  

VViissiioonn  BBooookk  
 

      企業理念 

   経営ビジョン 

   行動規範 

 

 

 

 

 

 

2006年５月制定2006年５月制定

1.ＧＳユアサは、お客様を第一に考え、
 お客様から最初に選ばれる会社になります。

2.ＧＳユアサは、品質を重視し、環境と
 安全に配慮した製品とサービスを提供します。

3.ＧＳユアサは、法令を遵守し、透明性の
 高い公正な経営を実現します。

 経営方針

 

ＧＳユアサは、視線を高く、世界に
向かって広い視野を持って行動します。

 

ＧＳユアサは、電池で培った先進
のエネルギー技術で世界のお客様
へ快適さと安心をお届けします。

ｼﾞｰｴｽ･ﾕｱｻ ｸﾞﾙｰﾌﾟの社員に贈る３枚のカード

私たちは、現場や現物を正しく知り、
事実に基づいて判断します。

私たちは、社内外のルールや期限を
守ります。

私たちは、互いに理解を深め、協力し
て仕事に取り組みます。

挑戦

判断

遵守

協力

私たちは、高い目標を宣言し、おそれ
ず挑戦します。

図1.1.1　企業理念と行動指針

 ＧＳユアサは企業理念に「革新と成長」を掲げ、「Ｎｅｘｔ ｔｏ ｙｏｕ（いつもあなたの

そばに）」をコーポレ－トスローガンにして、さまざまなフィールドで時代のニーズに応え

ていきます。

 



株式会社ＧＳユアサの沿革は、次のとおりである。

  

 2004年4月 ： 日本電池㈱と㈱ユアサコーポレーションが経営統合し、持株会社

  ㈱ジーエス･ユアサ コーポレーションを設立

 2004年6月 ： ㈱ジーエス･ユアサ コーポレーションの傘下に１２の事業子会社を
設立

 2005年4月 ： 各、事業子会社・事業部門単位でＩＳＯ９００１認証登録の統合を
～2006年3月 実施

 2008年10月 ： 事業子会社の一つ、㈱ジーエスユアサ パワーサプライに属する電源
システム生産本部が日本品質奨励賞を受賞

 2010年 4月 ： ㈱ジーエス･ユアサ コーポレーション 管理部門の一部と主要事業

の子会社を集約し、㈱ジーエス･ユアサ パワーサプライを承継会社
とした統合事業会社㈱ＧＳユアサを設立

-  2  -

 1） 概　要

1.2　概要と沿革

 2） 沿　革

1918年： 湯浅蓄電池製造㈱を設立

1930年： 初の電気バス(YKN型)に蓄電池を提供

1935年： 水銀整流器の製造開始

1954年： 湯浅蓄電池製造㈱と湯浅乾電池㈱を合
　　　　 併し、湯浅電池㈱として新発足

1954年： ガラス繊維クラッド型陽極板使用蓄電
　　　　 池を量産販売

1983年： 据置用シール形鉛蓄電池を開発

1992年： CIを導入し、社名を｢湯浅電池㈱｣から
　　　　｢㈱ユアサコーポレーション｣に変更

1998年： 超薄型リチウムイオンポリマー二次電
　　　　 池を開発

　株式会社ＧＳユアサは、1917年に設立の日本電池㈱

と、翌年の1918年に設立の湯浅蓄電池製造㈱を前身と

して、2010年4月に設立された統合事業会社である。

　2004年4月、それまでの日本電池㈱とCIの導入で社

名を変更した㈱ユアサコーポレーションを経営統合

し、㈱ジーエス･ユアサ コーポレーションを持株会社

として設立し、2004年6月、傘下に12の事業子会社を

設立した。

　2010年4月には、電池･電源技術の多様な市場ニーズ

に応えるため、子会社の一つである㈱ジーエス･ユアサ

パワーサプライを承継会社として、新たにリチウムイオン電池事業を加えて再編し、株式会社

ＧＳユアサを設立して現在に至っている。

　また、当社は７４社の関係会社を傘下に「ＧＳユアサグループ」として事業展開し、世界中

の人々に、より満足いただける製品とサービスの提供に努めている。

表1.2.1　沿　革

1917年： 日本電池㈱を設立
 
1920年： 島津源蔵、｢易反応性鉛粉製造法｣を
　　　　 発明

1933年： ガラス製水銀整流器の製造開始

1940年： 超高圧水銀灯を開発

1954年： 電気車用･据置用ファイバークラッド
　　　　 式蓄電池を市場投入
　
1983年： 据置用シール形鉛蓄電池を開発

1987年： CIを導入し、企業理念・経営理念を
         制定

1993年： 角型リチウムイオン電池を開発

（株）ＧＳユアサ本社

経営統合



ＧＳユアサグループの組織構造と主要事業は、次に示すとおりである。
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1.3　組織と主要事業

 

事業会社

　＜純粋持株会社＞グループ企業全体の経営戦略の策定・統括

 産業電池電源事業部

 自動車電池事業部

 国際事業部

 リチウムイオン電池事業部

 ライティング事業部

人事部
総務部
技術開発本部
生産技術本部
品質統括部
資材調達部
環境統括部
研究開発センター
その他、事業管理部門

 産業用電池、電源システム、
 電気車用電池、受変電設備、
 太陽光発電システムの研究
 開発・製造・国内販売、
 特機機器、遠隔システムの
 研究開発・製造・販売

 自動車用電池の設計・製造、
 海外生産拠点の支援、新車
 用自動車の販売

 輸出入業務、海外事業管理、
 ニッケル水素電池の製造・販
 売および総合開発事業

 照明機器、紫外線応用機器
 の設計・製造・販売

 産業用リチウムイオン電池、
 鉄道用電力貯蔵装置の設計・
 製造・販売

 産業用電池、電源システム、
 電気車用電池、受変電設備
 の事業企画

 電気車用電池・充電器（ﾌｫｰｸ
 ﾘﾌﾄ用、ＡＧＶ用、電動運搬車
 用、電動車椅子用等）の販売

 産業用電池、電源システム、受
 変電設備の販売

 電源システム、受変電設備の
 設計開発、製造

 産業用電池、電気車用電池
 の設計開発、製造

 酸素センサ、水素発生装置、
 小型充電器、ＡＣアダプター、
 電動工具等の設計・製造・販売

 CATV用UPS、ｿｰﾗｰｼｽﾃﾑなど
 新エネルギー関連商品の販売

 遠隔およびネットワーク監視
 機器の設計・製造・サービス・
 販売

受審対象組織

２００８年：ＴＱＭ奨励賞受賞組織

＜事業内容＞
 産業用電池、電源システム、
 電気車用電池、受変電設備、
 太陽光発電システム、大型
 リチウムイオン電池等の研究
 開発・製造・国内販売、
 自動車用電池の研究開発・
 製造、新車用電池の販売、
 特機機器、遠隔システム、
 照明機器、紫外線応用機器の
 研究開発・製造・販売、
 国内外事業管理、輸出入業務等

（株）ジーエス･ユアサ コーポレーション

（株）ＧＳユアサ

汎用電源の製造・販売

（株）ジーエス･ユアサ バッテリー

（株）ジーエス･ユアサ テクノロジー

（株）ジーエス･ユアサ フィールディングス

（株）ジーエス･ユアサ アカウンティングサービス

補修用自動車電池、
自動車関連商品の販売

特殊電池、その他電池の
製造・販売

産業用電池・電源システム・受変
電設備の総合エンジニアリング
サービス

子会社ファイナンス、経理事務

 その他　子会社　（６９社）

（株）ジーエス･ユアサ パワーエレクトロニクス

図1.3.1　ＧＳユアサ グループの組織と事業概要

2011年 3月現在

 産業電池生産本部

 電源システム生産本部

 電源システム販売本部

 電気車電池販売本部

 新エネルギー本部

 特 機 本 部

 Ｒ Ｍ Ｓ 本 部

 事業企画本部



＊１ＧＳＷ<無錫>：弊社海外生産拠点の一つ。GS Battery (China) Co.,Ltd（杰士電池有限公司）
＊２ＧＹＳＩ<ﾀｲ>：弊社海外生産拠点の一つ。GS Yuasa Saiam Industry
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２．産業電池生産本部の概要　（受審対象組織）

2.2　規模と沿革

2.1　概　要

産業電池生産本部

京都事業所（京都市 南区）

 ㈱ GSユアサ
　　　（単体）

資本金　　  100 億円

従業員数　2,442 人
売上高　　1,890 億円

　内、産業電池電源事業部

従業員数   800 人

売上高  　 622 億円

小田原事業所：小田原市(成田)

産業電池生産本部の規模と沿革は次のとおりである。

表2.2.2　産業電池生産本部の沿革表2.2.1　規　模

　産業電池生産本部は、2004年度の経営統合を機に生産拠点の統廃合を促進させ、環境対応型社会

の実現に重要となる蓄電池の設計と製造が効率よく運営できる組織へと成長させてきた。

　当本部で生産する蓄電池は、交通機関のシステムやビルの非常用電源設備、携帯電話基地局など

の情報通信分野、水処理施設などの生活環境分野で電力のバックアップなど、重要な任務を担って

いる。また、クリーンエネルギーの特徴を生かした自動搬送車（ＡＧＶ）やバッテリー式フォーク

リフト、日常の活動範囲を広げ暮らしを支えている電動車いす、シルバーカーなどの動力源、その

他さまざまな社会環境でのエネルギー源として活躍している。

　当本部の事業所は京都と小田原、長田野（福知山市）の３拠点からなるが、多くは京都事業所に

集約され、電気車用鉛蓄電池と据置用鉛蓄電池の設計と製造をおこなっている。小田原事業所では

主にアルカリ蓄電池の設計と製造、海外の拠点から輸入する小形制御弁式鉛蓄電池の受入及び出荷

検査をおこなっている。

　2005年12月には、経営統合によるISO9001の認証登録を統合した。またIS014001は事業所ごとの登

録を継続し、小田原事業所は移転があり2009年12月に新規登録した。

　当本部のＴＱＭ活動は、統合当初より原価低減をねらいとした「ＶＩＰ活動」を中心に推進してきた

が、2008年度のリーマンショックによる経営環境の悪化に対応するため、2009年度にＴＱＭの本格

導入をおこない、経営課題の達成のために鋭意、活動を進めている。

2011年 3月現在

内、産業電池生産本部

　従業員数     413 人
　　社　員　 　：248人
     構内外注 ：165人

　 　　売上比率：
　　　　　産業電池電源事業部
　　　　　扱い品目の約 ５８％
　　　　　（売上高　約360億円）

受審対象組織

商品構成比率

ｱﾙｶﾘ
5% SLA

16%

据置
45%

電気車
34%

2005年12月：ＩＳＯ９００１統合登録更新

2006年 1月：ＮＱＡＳ改訂登録

2007年 7月：ＧＳＷ<無錫>＊１ 電気車用電池の開発･
　　　　　　販売　（DIN:6品種ﾗｲﾝｱｯﾌﾟ）

2007年11月：携帯電話中継基地局向け電池開発･販売
　　　　　　１２Ｖ６５ＡＨ－ＬＨＭ形電池

2008年12月：ＧＳＷ<無錫> 電気車用電池の開発･販売
　　　　　　　　　（DIN:3品種ﾗｲﾝｱｯﾌﾟ）

2009年 3月：ＧＹＳＩ<ﾀｲ> ＊２工場立ち上げ
　　　　　　電気車用電池の開発･販売
　　　　　　　　　（JIS:8品種 DIN:7品種）

2011年10月：施工省力化対応電池開発・販売予定
　　　　　　　　　（MSE・SNSｼﾘｰｽﾞ 1品種ﾗｲﾝｱｯﾌﾟ）

※ＩＳＯ１４００１の認証取得
　1997年12月：京都事業所
　1998年 6月：長田野事業所
　1999年 9月：小田原事業所
　└2009年11月：小田原事業所(所在地を成田に移転)

長田野事業所：福知山市

図2.1.1　産業電池生産本部の事業所

2005年 4月：電気車用蓄電池で㈱豊田自動織機殿
　　　　　　から「品質優良賞」を受賞



　 主な製品名 特　長

 電気車用
   鉛蓄電池

 小形電動車用
  鉛蓄電池

 制御弁式
  据置鉛蓄電池

 ベント形
  据置鉛蓄電池

 車両用蓄電池

 アルカリ蓄電池

 小形制御弁式
  鉛蓄電池
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ア
ル
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リ

Ｓ
Ｌ
Ａ

分　類

2.3　製品とその特長

電
気
車

据
　
置

Ｖ形
シリーズ

ＧＣシリーズ

制御弁式
ＳＥＲ３８－１２

制御弁式
ＳＥＢシリーズ

ベント形
ＥＢシリーズ

ＭＳＥシリーズ 長寿命
ＳＮＳシリーズ

ＮＰシリーズ 長寿命
ＰＷＬシリーズ

ＨＳシリーズ ＣＳシリーズ

制御弁式鉛
ＴＲＥシリーズ

アルカリ
ＱＦＹＭシリーズ

焼結式
QFD(AH)ｼﾘｰｽﾞ
QFG(AHH)ｼﾘｰｽﾞ

　電気車用鉛蓄電池は主にバッテリー式
フォークリフトやＡＧＶなどの動力源と
して､物流システムの合理化､生産性向上
を推進し､社会に大きく貢献している｡

　小形電動車用鉛蓄電池はさまざまな
サイクルサービス用途に使用されてお
り､ベント形や制御弁式のシリーズがあ
る。特にＳＥＲ３８-１２は新合金採用
により､高性能･安全設計で､主にシル
バーカー等の電動車椅子用途で活躍し
ている｡

　制御弁式据置鉛蓄電池は使用中の補水
など､保守をほとんど必要としない産業
用鉛蓄電池である。使いやすさで好評な
標準モデルのＭＳＥシリーズをはじめと
して､長寿命のＳＮＳシリーズ、高率放
電のＳＵＢ､ＳＴＨシリーズなど幅広く
ラインナップしている｡

　小形制御弁式鉛蓄電池は高性能・経済
的・メンテナンスの省力化など､市場
ニーズにマッチした優れた特長を持ち､
ポータブル機器の電源､電話交換機､小型
コンピューターなどのＩＣメモリー保護
用や制御機器､非常灯などバックアップ
電源用として広く活躍している｡

　ベント形据置鉛蓄電池は鉛蓄電池の中
でも比較的クラシカルな蓄電池である。
周囲温度の変化に強く､高性能および高
信頼性の特長から､原子力発電など､万一
の停電も許さない公共設備の重要機器で
その力を発揮している｡

　車両用蓄電池は制御弁式鉛蓄電池と､
補水を容易にした小型軽量液式の焼結式
アルカリ蓄電池の２種類をラインナップ
している。電車の起動電源､停電など非
常時の電源として使用されている｡

　ポケット式アルカリ蓄電池はサイクル
使用に優れ､工場設備や鉄道事業､交通関
係のバックアップなど広い用途に適して
いる。
　焼結式アルカリ蓄電池は極板の改良と
使用部品の見直しで､低温高率放電や高
温時の寿命特性に優れ､鉄道事業のよう
な充放電サイクルの多い用途のバック
アップ電源に適している｡

産業電池生産本部で生産している蓄電池の特長を表2.3.1に示す。

表2.3.1　主要製品とその特長

ポケット式
QKC(AM)ｼﾘｰｽﾞ
QSC(AHM)ｼﾘｰｽﾞ



産業電池生産本部の組織とその主要業務は表2.4.1に示すとおりである。

組織 主要業務  従業員数（兼務）

産業電池生産本部

　京都事業所 　ＴＱＭ推進部 ＴＱＭ活動の推進

　品質保証部 品質保証･ｸﾚｰﾑ処理､ｸﾚｰﾑ情報入手

　海外支援部 海外工場支援

　生産管理部  企画Ｇ 事業計画・原価管理

 生産管理第一Ｇ 電気車電池の生産管理

 生産管理第二Ｇ 据置電池の生産管理

　産業電池技術部 製品の設計・開発

　産業電池製造部  品質管理Ｇ 品質管理・計測器管理

 電気車製作Ｇ 電気車電池製造

 据置製作Ｇ 据置電池製造

 製造技術Ｇ 生産改善

　長田野事業所  長田野製作Ｇ 据置電池製造

　小田原事業所 　小田原電池部  ＳＬＡ製作Ｇ ＳＬＡ海外拠点輸入電池の検査､生産管理

 アルカリ技術Ｇ 製品の設計・開発、品質保証、ｸﾚｰﾑ処理

 アルカリ製作Ｇ 購買、生産管理、ｱﾙｶﾘ電池製造

計

総計

主な会議体は、表2.4.2に示すとおりである。

 会議名  主催部門  主な出席者  開催頻度  会議の目的 ・ 機能

 業績検討会議   生産管理部  本部長､製造部長､  １回 /月  生産本部の業績検討
 生産管理部長

 原価会議   生産管理部  係長以上  １回 /月  前月能率､経費等の解析

 工場会  生産管理部  職長以上  １回 /月  生産本部の業績報告と次月生産計画の説明

 産業電池製造部  と品質､環境(EMP)､安全衛生の進捗確認

 品質管理会議  品質保証部  部課長､リーダー  １回 /月  品質集計､市場不具合､課題進捗の
 報告と審議

 ＤＲ会議  産業電池技術部  部課長､品質統括部､  １回 /月  設計審査､検証､妥当性の確認
 資材調達部､生産技術部 以上

 技術製造会議  産業電池技術部  部課長､リーダー､  １回 /月  技術･製造開発テーマの進捗報告と審議
 技術開発本部､他

 品質改善会議  産業電池製造部  部課長､スタッフ  １回 /月  電池クレームの報告と品質関連の対策､
 （電気車・据置）   検証､審議

 安全衛生委員会  産業電池製造部  管理職､職場委員  １回 /月  安全衛生の課題進捗状況の確認

 環境推進委員会  産業電池製造部  環境推進委員ﾒﾝﾊﾞｰ  １回 /月  ＥＭＰ進捗状況の確認

その他、事業部間・本部間の連絡会議

事業部幹部会 １回 /月 品質統括会議 １回 /月

電池部会 １回 /月 産電海外技術案件会議　 １回 /月

リスク管理委員会 １回 /月
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構内
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413

248 165
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( 1) 11
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43 86
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－
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2.4　組織構造とその運営

 2） 主な会議体

 1） 組織と主要業務

－

( 3)

1( 8) －

 20( 1) －

－

表2.4.1　組織と主要業務

表2.4.2　主な会議体

2011年 3月現在



-  7  -

３． ＴＱＭ活動のねらいとその特徴

3.1　概　要

3.2　ＴＱＭ推進のスキーム

図3.2.1　ＴＱＭ推進のスキーム

　2004年度の経営統合直後は、「生産拠点の統廃合」や「生産品種の統廃合」など、多くの課題が

存在した。これらの課題は、主にプロジェクト活動により取り組んできた。また、産業電池生産本

部は2004年度より原価低減、品質向上等をめざし「ＶＩＰ活動」および「品質向上３ヵ年計画」を

中心にＴＱＭ活動を推進してきた。これにより、統廃合など第一次中期経営計画の課題の目標達成

に取り組むことができた。

　しかし、経営課題達成のための活動は十分でなく、原価低減や品質問題に対する効果が十分に得

られるまでには至らなかった。また、リーマンショックによる経営環境の悪化にともない、2009年

度はあらゆる環境下において成長し続けるための新たな経営課題が生じた。

　そこで2009年度にＴＱＭの本格導入をおこない、方針管理のしくみの強化を図るとともに、2010

年度には「ＴＱＭ活動強化宣言」を基に、方針管理の徹底による経営課題の達成に組織を挙げて取り組

めるよう、「（年度）産業電池生産本部方針書」によって重点課題を明確に設定し、この達成に取

り組んできた。

　その結果、事業部の営業利益に対する寄与率が向上するとともに、クレーム損失金額および工程

内不良金額の低減、生産能率の向上などの効果が得られ、経営課題目標の達成に大きく寄与してい

る。

　2010年度のＴＱＭ活動の強化宣言にともない、図3.2.1に示すＴＱＭ推進のスキームを示し、活動
の内容を明確にして、生産本部内に周知した。

企　業　理　念

重点課題実施計画

中期経営計画・経営課題設定

（年度）産業電池生産本部方針

中 期

年 度

基本方針

洗練・高度化された「もの・サービスづくり」

経 営 ビ ジ ョ ン

開発力・技術力・生産力・組織活性力

人材の育成  （教育）

情報技術 標準化
機能・役割
責任・権限

　 QC的ものの
　 見方・考え方

考え方

　 QC七つ道具
　 統計的手法など

　 方針管理
　 日常管理
　

手法 方法
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3.3　活動のねらい

3.4　活動の特徴

　2006年度より中期経営計画で設定された経営課題の達成に向けて推進してきたが、これまでは需要

動向に影響されやすく、問題解決へのスピード感に欠けるなどの問題点も明確になった。

　そこで2010年度は「ＴＱＭ活動強化宣言」により、今後も現場での改善・改革で中期経営計画や品質

向上３カ年計画に掲げた目標が常に達成できる組織の構築を目指し、各人の意識改革、活動のレベル

アップ及び体質強化を図るため、以下の項目を設定した。

(1) 方針管理のしくみを強化して目標達成にこだわり、常に経営課題を達成できる組織を構築
　　する。

(2) 改善活動計画に掲げたスケジュールを遅滞なく推進するため、全体の進捗を適切に把握し、

　　統括的に管理するしくみを作り、目標の達成を図る。

(3) 品質保証体系図、その他の業務フローを再整備し、仕事の流れを整理し標準化することで

　　日常管理の徹底を図る。

(4) 品質の造り込み強化に向け、「品質向上３カ年計画」の推進と重点実施課題の達成を図る。

　　進捗に問題があれば、速やかに方策を見直し、重点実施課題の達成を確実なものにする。

　2009年度より「方針管理のしくみ強化」を図り、「中期経営計画」に基づき「（年度）本部方針書」

を作成し、全管理職参加による本部方針、部長重点課題のレビューおよび共有化を徹底した。「（年

度）生産本部方針書」「重点課題実施計画書」「課題管理書」を活用し、各層での「統合面接」「実績解析面

接」「フィードバック面接」の徹底により、コミュニケ－ションの強化を図った。これにより、2009年度

本部方針の経営課題目標を達成できた。

　2010年度には、生産本部全員参加の期初方針説明会にて「ＴＱＭ推進のスキ－ム」を使って「ＴＱＭ活動

強化宣言」をおこない、改善活動のさらなるスピ－ドアップを図った。その結果、ＰＤＣＡサイクル

が短期間で回るようになり、早期の問題解決により経営課題が達成できた。

ＴＱＭ活動の重点項目

　品質目標の達成を目的に品質向上３カ年計画を推進している。2004年度の「第一次品質向上３カ年計

画」をスタートとして、2010年度からの「2010品質向上３ヵ年計画」に至るまで、この間一貫として品質

向上に取り組み、品質目標であるクレーム損失金額や工程内不良金額の削減など、一通りの成果が

得られてきた。また、2010年度は「（年度）品質向上計画書」の月次進捗に加え、新たに「四半期ごとの

方策の見直し」を取り入れたことで、重点実施課題の達成度合を向上することができた。

　2004年度の統合以降、「ＶＩＰ活動」および「品質向上３ヵ年計画」を中心に改善活動を推進してきた。

本部方針の重点課題を、部門横断プロジェクト活動や小集団活動としての改善チームでテーマ設定

した。改善チームには活動全体を把握するしくみとして「改善チーム活動一覧表」があるが、プロ

ジェクト活動にはなかったため、2010年度から「プロジェクト活動進捗一覧表」を作成し、四半期ごとに

活動の全体状況の管理をはじめた。その結果、横ならびで活動状況が見えるようになり、他の活動

内容を参考にすることで成果を引き出すことに役立っている。

　また、「ＱＣ検定」の資格取得を推進し、ＱＣ手法活用による改善活動のレベルアップを図っ

た。これらの活動により、経営課題の達成に大きな成果を得ている。

1） トップのリーダーシップ

2） 改善活動

3） 標準化と日常管理

4） 品質向上３カ年計画

　業務の流れを管理する体系図やフロー図の整備が不十分であったため、2009年度のＴＱＭ本格導

入を機に標準化のしくみを整備した。さらに、経営課題達成のための改善活動の成果を日常管理で

しっかり維持するために、これら標準類の遵守状況を「品質パトロール」や「管理職巡視」など、日常管

理活動で確認している。また、改善活動の結果として「ＩＤシステム」や「製造実行システム（ＭＥＳ）」など

により、ＱＣＤＳＭＥの日常管理を推進しており、リードタイムの短縮や生産状況の見える化な

ど、作業効率も向上している。その他、作業環境の改善にも注力し、労働災害が減少傾向になるな

ど効果が得られた。



ＴＱＭ活動の経過を表3.5.1に示す。

＊１ＴＱＭ活動経過表の青字フォントは当実情説明書に記載の改善活動を示す。
＊２中期経営計画、＊３品質向上３カ年計画の関係を図3.5.1に示す。
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2009年度 2010年度

品
質
向
上
３
カ

年
計
画
の
推
進

3.5　活動の経過

ト
ッ

プ
の
リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ

改
善
活
動

標
準
化
と
日
常
管
理

2004～2008年度

・生産拠点統合における､工場レイア
 ウト変更による効率化
・｢設備総合効率向上ＰＪ｣による組立
 ライン単位の効率向上
・｢電気車電池見える化ＰＪ｣充電方式
 変更による生産性向上
・外注組立､充電工程集約による生産
 性向上

・各プロジェクトの実施
 ｢組立不良1/10ＰＪ｣による不良低減
 ｢組立不良1/100ＰＪ｣による不良低減
 ｢ペースト極板品質向上ＰＪ｣による
 極板不良の低減

・小集団(改善チーム)活動の実施

・ＴＱＭ活動強化による改善推進

・｢ＳＰＳ活動｣＊１による生産能率の
 向上（原価低減）　<外部指導>

・｢ＩＤシステム｣＊１の運用による日
 常管理の強化

・｢ペースト極板品質向上ＰＪⅢ｣＊１

 による極板品質の向上

・｢製造実行システム（ＭＥＳ）｣＊１

 の導入による生産実績情報の
 見える化
・樹脂封口変更による「ソルティング
 市場クレームの撲滅」
・｢2Ah電池の国内生産移管｣による
 関係会社の業績支援
・｢小集団活動による工程内不良の

 削減｣＊１　(改善チーム)：9ﾁｰﾑ

・｢電気車/据置品質ＰＪ｣による不良
 情報共有化と品質改善推進
・鋳造格子､ペースト極板の外観選別
 基準統合による検査力向上

・全社ERP導入プロジェクト活動に
 よる｢新基幹業務システム｣導入と
 教育の充実

・クレーム情報DB化の充実による情
　報の共有

・構内外注作業の標準化推進による
 鋳造格子の品質安定化

・納入仕様書のDB化による業務の
 改善

・現場の｢見える化｣強化による情報
 の共有化

・第一次品質向上３カ年計画＊３に
 よる品質目標の達成

・第二次品質向上３カ年計画＊３の
 策定による方策の展開

・｢下部ショート撲滅ＰＪ｣による
 制御弁式電池の市場クレーム撲滅

・｢ＤＲＢＦＭ｣による設計開発の
 信頼性向上

・2010品質向上３カ年計画＊３の策定
 による方策の展開
　
・重点課題絞り込みによる活動計画
 の具体化(スケジュール/方策/目標
 値)した活動
　
・ＴＱＭ活動の展開による品質向上
 推進

・｢倉庫管理システム｣導入による出荷
 業務の効率向上

・｢ＩＤシステムの導入｣＊１による据置
 受注手配業務のリードタイム削減

・｢アルカリ電池短絡不良低減活動｣に
 よる品質の向上
・｢ペースト極板品質向上ＰＪⅡ｣によ
 る極板不良低減活動

・不良低減の担当別チーム編成によ
 る活動組織の強化
  小集団(改善チーム)活動：13ﾁｰﾑ

・クラッド極板重量の｢オンライン
 計測システム｣導入による極板品質
 の向上

・｢充電､仕上げ問題解決会議｣による
 オプション取付け工程の品質向上

・外注鋳造工程(三進電器)集約によ
 る生産性向上
・原料工程編入による生産集約の
 促進

・第二次品質向上３カ年計画＊３最終年
 による品質目標への取り組み
         工程内損失：目標達成
         ｸﾚｰﾑ損失  ：目標未達

・VIP活動の活発化による品質改善
 チ－ム活動の充実

・納入直後クレーム撲滅ＰＪによる
 納入直後の流出クレーム半減

表3.5.1　ＴＱＭの活動経過

図3.5.1　中期経営計画･品質向上３カ年計画の関係

・本部方針による生産拠点､生産品種
 の統廃合促進

・第一次中期経営計画＊２の策定と
 目標の達成

・新基幹業務システムの導入と教育
 の推進
・各部毎の｢期初キックオフ｣の開催､
 ｢プロジェクト会議｣での方針展開の
 徹底
・VIP活動による生産性向上､在庫削
 減､品質向上､多能工化､５Ｓの推進
  （１回／月の管理職職場巡視と
  　１回／月のリ－ダ－会議）

・第二次中期経営計画＊２の策定と
 経営課題の明確化
・全員参加の期初方針説明会での
 ｢ＴＱＭ活動強化宣言｣による改善
 活動の加速

･｢ＴＱＭ指導会｣を通して経営課題
 とプロジェクトの関係の明確化と
 課題達成への意識強化

・プロジェクト活動進捗表による
 部門横断プロジェクト･進捗状況の
 共有化

・ＴＱＭの本格導入
・ブリッジプランによるリーマン
 ショックへの対応

・｢(年度)本部方針書｣､｢重点課題実施
 計画書｣の全管理職参加によるレビュ
 －の強化
・各層における統合面接､実績解析面
 接､フィ－ドバック面接の徹底

・VIP活動による生産性向上､在庫削
 減､品質向上､多能工化､５Ｓの推進
　（１回／月の管理職職場巡視と
　　１回／月のリ－ダ－会議）

 　年度
活動

２０１２年度２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度２００４年度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

第一次品質向上３カ年計画 第二次品質向上３カ年計画 ２０１０品質向上３カ年計画

統合計画 構造改革 第一次中期経営計画 第二次中期経営計画ﾌﾞﾘｯｼﾞﾌﾟﾗﾝ
（単年度計画）
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４． トップのリーダーシップ

2004～2008年度 2009年度 2010年度

主
な
実
施
項
目

ね
ら
い

効
果

･第二次中期経営計画（2010-2012）
 の初年度目標の達成

･｢ＴＱＭ活動強化宣言｣による改善活
 動の加速

･統合計画の策定による早期統合の
 実現（生産拠点の統廃合､生産品種
 の統廃合､基幹業務システムの構築､
 外注工場の集約）
･第一次中期経営計画（2006-2008）
 の目標達成

･ＴＱＭの本格導入
･単年度経営計画(ブリッジプラン)の
 目標達成
･｢方針管理のしくみ強化｣によるコミュ
 ニケーションの強化と改善活動の活
 発化

･本部方針による生産拠点､生産品種
 の統廃合促進

･新基幹業務システムの導入と教育
 の推進
･各部毎の｢期初キックオフ｣の開催
 
･VIP活動による生産性向上（活人時
 間の活用）､在庫削減､品質向上､多
 能工化､５Ｓの推進

･全員参加の期初方針説明時の
 ｢ＴＱＭ活動強化宣言」

･ＴＱＭ指導会を通して､経営課題
 とプロジェクトの関係の明確化と
 課題達成への意識強化

･プロジェクト活動進捗表による部
 門横断プロジェクト進捗の共有化

･｢(年度)本部方針書｣｢重点課題実施
 計画書｣の全管理職参加によるレビ
 ュー強化
･方針管理体系の見直しによる､各層
 における統合､実績解析､フィ－バッ
 ク面接の徹底

･VIP活動による生産性向上(活人→
 省人)､在庫削減､品質向上､多能工
 化､５Ｓの推進強化

･生産拠点、生産品種の統廃合を早期
 に実現できた
･第一次中期計画における当生産本部
 の目標を達成できた

･第一次品質向上３カ年計画の品質目
 標を達成した

･各層でのコミュニケ－ションの強化
 が図られた
･単年度経営計画(ブリッジプラン)に
 おける当生産本部の目標を達成でき
 た
･更に品質損失半減を目標とした第二
 次品質向上３カ年計画は、クレーム
 で未達となったが、工程内損失は達
 成することができた

･部門横断プロジェクトの推進と
 ＴＱＭ指導会により、改善活動が
 加速し、問題解決力が向上した

･第二次中期計画の当生産本部の初年
 度目標を達成できた
･2010品質向上３カ年計画初年度は
 クレーム損失、工程内損失の低減を
 図ることができた

産業電池生産本部の全員参加の
 「期初方針説明会（キックオフ）」

　2008年度までは第一次中期経営計画をもとに、経営統合による「生産拠点の統廃合」「生産品種

の統廃合」「基幹業務統合システムの構築」「外注工場の集約」など早急に解決すべき課題が多く

存在した。これらの経営課題の達成は、主にプロジェクトチ－ムを結成し、トップの指揮のもとで

計画通りの成果が得られてきた。しかし、業績が需要動向に影響されやすく、改善活動も問題解決

へのスピ－ド感に欠けるなどの問題点があった。一番大きな問題は、コミュニケ－ションの不足か

らくる経営課題の重要性、課題内容、進捗状況等をすべてのメンバ－で共有できていなかったこと

であった。

　このため、2009年度から「方針管理のしくみ強化」により、全管理職参加による中期経営計画、本部

方針、部長重点課題実施計画書のレビューおよび共有化を徹底した。さらに経営課題の達成のため

には改善活動が不可欠と考え、体系図上に位置付けた。次いで「（年度）本部方針書」「重点課題

実施計画書」「課題管理書」を活用し、各層での「統合面接」「実績解析面接」「フィードバック面接」の徹

底を図った。

　リ－マンショックの影響により、2009年度の中期経営計画は単年度計画（ブリッジプラン）と

なったが、各層でのコミュニケ－ションの強化が図られ、2009年度本部方針の重点課題目標が達成

できた。2010年度より、第二次中期経営計画がスタートし、経営課題達成のための活動がさらに明

確になった。また、生産本部全員参加の期初方針説明時に「ＴＱＭ活動強化宣言」をおこない、改善活

動のさらなるスピ－ドアップを図った。

　その結果、ＰＤＣＡサイクルが短期間で回るようになり、早期に問題解決が図れるようになっ

た。さらに、ＴＱＭ活動の強化により「第二次中期経営計画（2010～2012）」、「2010品質向上３ヵ年計

画」の必達に取り組み、原価低減や営業利益面などに大きな効果をあげている。また、現在は海外生

産拠点への改善活動を進め、技術支援の充実に取り組んでいる。

 　  年度
活動

4.1 概　要

4.2 活動の経過
表4.2.1　トップのリーダーシップ活動経過
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4.3　方針管理のしくみ

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ

方針の策定
と経営課題

の設定

方針の展開

活動状況の
チェック

処置と次期
への反映

＊

年度方針の
展開はP.12
を参照

図4.3.1　方針管理体系図

方針管理のしくみを図4.3.1に示す。

PDCA

＜方針・課題の策定者＞

① ○

②

③ 課題（職務）管理書 ○

重点課題実施計画 ○

事業部長・本部長 管理職 係長/ﾘｰﾀﾞｰ/担当

上位方針 ○

社長備
　
考

流れ
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

 C '2010/09/16  品質向上活動と承認経路を明記、会議体の追記 他

 B '2010/08/18  項目欄の部署長名修正と帳票類修正、追加

 A '2009/10/12  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動､ﾁｰﾑ活動を体系図に組み込み

    '2009/10/05  産業電池生産本部 新規制定

    '2007/03/26  統合後初版制定（人事部）  D '2011/02/02  ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰをﾌﾛｰに追記

　改定日 　改訂内容 　改定日 　改訂内容

項目

幹部会

事業部全国部長会
生産本部部長会

［統合面接］
期初方針説明会
└ [管理職][全従業員]

（各部キックオフ）
品質統括会議

　品質管理会議

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議

［統合面接］

　改善ﾁｰﾑ会議

［統合面接］

幹部会
電池部会

　品質管理会議
　技術製造会議

工場会
工場委員会

　品質改善会議
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議
改善ﾁｰﾑ会議

幹部会
品質統括会議

［実績解析面接］
 ［ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接］

［実績解析面接］
 ［ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接］

［実績解析面接］
［ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接］

幹部会
電池部会

　品質統括会議
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰ

計
画

（
中
期

）

計
画
・
策
定
・
展
開

実
行
・
分
析
・
検
討

、
対
策

、
次
期
へ
の
反
映

社長 ＧＭ・課長／各係
主な会議体

［ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ］
主な帳票類事業部長 本部長 部長

企業理念
経営ﾋﾞｼﾞｮﾝ

中期
経営計画

年度
社長方針

産業電池生産本部
中期計画基本方針

年　度
産業電池生産本部方針

 　課題（職務）管理書
　《係長・ﾘｰﾀﾞｰ/担当》

実績解析
《部》

実績解析
《グループ》

　　実績解析
　　《係長･ﾘｰﾀﾞｰ/担当》

上期評価/下期評価
（必要により方針を追加・修正）

年度を通じての
評価と次期への反映

方　針　管　理　体　系　図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実行・分析・検討・対策

　　　　　　状況の把握・指導

本部長⇔部長

 統合面接

本部長⇔部長

実績解析面接
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接

部長⇔GM・課長

実績解析面接
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接

　重点課題実施計画
　　　　　《部》

GYC：中期経営計画
　　　(2010～2012年)

GYPS：中期経営計画
　　　(2010～2012年)

①（年度）産業電池
　生産本部方針書

③重点課題実施計画書
　（部長）

④課題（職務）管理書
　（一般）

③重点課題実施計画書
　（部長）/実績解析書

④課題（職務）管理書
　（一般）/実績解析

年度「方針準備書」
（年度実績解析）

部長⇔GM･課長

統合面接

GM･課長⇔係長･ﾘｰﾀﾞｰ/担当

統合面接

②品質向上計画書
　（年度）

②品質向上計画書
　重点課題実施計画書
　/活動月次進捗表

②重点課題実施計画書
　（管理職）/実績解析書

　重点課題実施計画
　　　《グループ》

品質目標管理表
（品質会議資料）

原価差額実績表
（予実会議資料）

新商品開発計画書
（産電部会資料）

⑤プロジェクト計画書

⑤プロジェクト計画書

承認

承認

承

承認

承認

承認

　部門横断ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動

③重点課題実施計画書
　（管理職）

産業電池生産本部月報

⑤プロジェクト計画書

プロジェクト活動進捗表

　小集団改善ﾁｰﾑ活動

①

③

③

⑤

⑥

④

①

①

②
③
⑤

③
⑤
⑥ ④

②③⑤

②③⑤

③
⑤
⑥

③④⑤⑥

④

④

①②③⑤

②品質向上計画書
　重点課題実施計画書

中期経営
事業計画

産業電池生産本部

品質向上計画

承認

⑥改善ﾁｰﾑ活動一覧表

⑥改善ﾁｰﾑ活動一覧表

⑥改善ﾁｰﾑ活動一覧表

品質方針取組書

環境管理計画書

安全衛生管理計画書

産電生産本部
中期計画基本方針
　　　(2010～2012年)

技術・商品ロードマップ

②

GM･課長⇔係長･ﾘｰﾀﾞｰ/担当
実績解析面接
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接

マネジメントレビュー 経営者の見直し記録

 当生産本部固有の活動・帳票を示す
（強化したしくみ）

全社的に統一された
帳票を示す
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4.4　方針管理の実施状況

 1） 経営課題の設定

 2） 経営課題達成の活動

　
職務名　　期待　　特記　　実績解析
課題名　　水準　　事項

課題（職務）管理書

　

達成状況に基づく
ﾌﾟﾛｾｽの反省・評価

　次期課題への対応 

実 績 解 析 書

　
方　　針　　準　　備　　書

方針並びに
重要課題

　来期への対応方針　達成状況 達成状況に基づく
ﾌﾟﾛｾｽの反省

 

　

目標値

重点課題実施計画書

前期反省
現状の問題点

重点課題

期待水準／制約条件
目標項目

図4.4.1　年度方針の展開

　①産電生産本部の売上、営業利益の必達
　②ＣＲ促進と工場能率改善
　③フレキシブルな生産及び供給体制の確立
　④ＴＱＭ、ＳＰＳ活動による現場力の向上
　⑤新商品開発の推進
  ⑥品質向上３カ年計画による品質目標の必達と重要品質問題の解決
　⑦関係会社への支援

　2006年度から事業部の中期経営計画および単年度方針により本部別の重要課題が示されてきた。

当産業電池生産本部でも経営課題として「（年度）本部方針書」の中で重点課題を設定し、これに

取り組んできた。2010年度の当本部の重点課題を以下に示す。

Ｃ

Ｄ

Ａ

方針の策定と経営課題の設定

方
針
の
展
開

活動状況のチェック

 4月　　5月　　6月　　7月　　8月　　9月

　ｽｹｼﾞｭｰﾙ

 9月 達成状況

経営課題達成に向けた、方針管理の実施状況「年度方針の展開」を図4.4.1に示す。

Ｐ

実績解析面接（課長⇔ﾘｰﾀﾞｰ）

２０１０年度 重点課題　(経営課題)

部長/GM/課長用

GM/課長用

本部長/部長用

実績解析面接
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接

統合面接

統合面接

統合面接

本部長 ⇔ 部長

部長 ⇔ GM/課長

GM/課長 ⇔ 係長･ﾘｰﾀﾞｰ/担当

GM/課長 ⇔ 係長･ﾘｰﾀﾞｰ/担当

部長 ⇔ GM/課長

本部長 ⇔ 部長

実績解析面接
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接

実績解析面接
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接

評
価
と
次
期
へ
の
反
映

　

主な取組み項目
  ●ＣＲの推進
  ●生産拠点の集約化促進
  ●生産管理の革新
  ●新商品開発
  ●品質目標の必達・・・

GYPS産電生産本部
中期計画基本方針

 1.年度基本方針
　・決めたことを確実に実施して業績目標、・・
　・出荷物量変動に対し適切な対応を迅速・・・

　年度　産業電池生産本部方針

ﾘｰﾀﾞｰ/担当用

 中期経営計画の経営課題を
 達成するため、年度の本部
 方針を策定している。

 期初方針説明会、各部門キックオフを実施。
 ｢重点課題実施計画書｣｢課題(職務)管理書｣
 を作成。｢統合面接｣により方針の展開と課題
 設定を行っている。

※部門横断プロジェクト活動、小集団改善
　チーム活動は｢５.改善活動｣を参照。
※品質向上３カ年計画は｢７.品質向上３カ

　年計画の推進｣を参照。

課題達成のための改善活動を実施

 四半期、上期・下期活動の
 実績解析を実施しており、
 進捗に遅れがあれば是正を
 おこない、重点実施課題の
 目標達成を図っている。

 半期ごとに実績解析の結果を受けて、｢実績解析面接｣
 ｢フィードバック面接｣をおこない、評価と反省、次期
 への対応方針を決めている。



有形・無形の効果、今後の進め方は、次のとおりである。

 2） 無形の効果
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4.5　活動の効果と今後の進め方

 1） 有形の効果

 3） 今後の進め方

09年度標準原価を基準とする

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

09 10 11 (年度)

(％)

よ
い

図 4.5.3　電気車電池　原価変化率推移

原
価
変
化
率

① 経営課題の達成に向けて、各層に中期計画・年度方針が浸透でき、経営課題と改善活動の重

　 要性の理解が図れた。

② 方針管理のしくみ強化により、各層での課題管理の「統合面接」「実績解析面接」「フィ－

   ドバック面接」が徹底され、コミュニケ－ションの強化が図れた。

③ 全員参加の期初方針説明会でＴＱＭ活動の強化宣言をおこなったことにより、経営課題達成

   の重要性や改善活動のスピードアップへの認識が高まった。

① 第二次中期経営計画の目標達成に向けて、生産本部全員が一丸となって経営課題に取り組め

　 るよう、方針管理の強化をさらにすすめていく。

② 改善プロジェクト活動・小集団活動をさらに活性化させることにより、問題の発見・解析能

　 力の向上や解決能力の強化を図り、さらに課題達成のスピードアップを図る。

③ 2010年度の経営課題において、フレキシブルな生産及び供給体制の確立にはまだ十分でない

　 点がある。営業部門とのコミュニケ－ションもより強化し、生販一体となった供給体制の構

　 築をめざしていく。

-7.0

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

09 10 11 (年度)

(％)

よ
い

原
価
変
化
率

図 4.5.4　据置電池　原価変化率推移
09年度標準原価を基準とする

Ｃ
Ｒ
金
額
寄
与
率

CR金額寄与率＝生産本部CR額/事業部営業利益
07年度標準原価を基準とする

0

5

10

15

20

25

07 08 09 10 (年度)

(％)

よ
い

図 4.5.2　事業部営業利益へのＣＲ金額寄与率

営
業
利
益
率

図 4.5.1　産業電池生産本部　営業利益率
営業利益率＝生産本部営業利益/生産本部売上高
08年度標準原価を基準とする

0

2

4

6

8

10

12

14

16

08 09 10 (年度)

(％)

よ
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5.1　概　要

５． 改善活動

5.2　改善活動のしくみ

図5.2.1 改善活動のしくみ

改善活動のしくみを図5.2.1に示す。

　2004年度の経営統合以降、「ＶＩＰ活動」および「品質向上３ヵ年計画」を中心に改善活動を推進してき

た。改善活動は、本部方針に沿って重点課題実施計画に取り上げた課題を、部門横断プロジェクト

活動や小集団活動としての改善チームで取り組んできた。

　しかし、これまでは改善活動全体を把握するしくみがなく、他の活動の取り組み内容は結果報告

が出るまでわかりにくい状況であった。そこで、2010年度のＴＱＭ活動強化にともない、経営課題

達成のための改善活動の重要性を周知させ、「プロジェクト活動進捗一覧表」を作成して四半期ごとに

全体状況の管理をはじめた。その結果、以前から実施していた小集団活動の「改善チーム活動一覧

表」と合わせて、横ならびで活動状況が見えるようになり、他の活動を参考にすることで成果を引き

出すことに役立っている。

　当部門は、全社品質改善活動事例発表会での発表回数が全社部門平均を大きく上回るなどの成果

を出しているが、ＱＣ手法をさらに活用して改善活動のレベルアップを図るため、「ＱＣ検定」の

資格取得を推進している。また、2010年度は「ＶＩＰ活動」を発展させた「ＳＰＳ活動」をスタートさせた

ことで、さらなる生産能率の向上を図ることができ、経営課題の達成に寄与している。

主な 主な

幹部会
電池部会 産業電池生産本部

（年度）方針書

① ①
 重点課題
　　実施計画書

①

改善チーム会議 ②
 プロジェクト活動
　　　進捗一覧表

② ③
 改善チーム活動

プロジェクト会議 　　　　　一覧表

③
改善チーム会議

④
②  プロジェクト活動
③ 　　　　　計画書
④ ⑤
⑤ プロジェクト会議  品質改善チーム

改善チーム会議  活動計画･記録

⑥ ⑥
 改善活動
　　　　議事録

プロジェクト会議
改善チーム会議

② ②
③  プロジェクト活動
⑤ 　　　進捗一覧表
⑦ ③

 改善チーム活動
プロジェクト会議 　　　　　一覧表
改善チーム会議 ⑤

 品質改善チーム
 活動計画･記録
⑦
 プロジェクト活動
　　　　　報告書

②
③
⑤
⑦

① ①
 重点課題
　　実施計画書

会議体
改善推進部署 部長 改善活動部署

改
善
活
動
計
画

活
動
の
実
施

活
動
の
評
価
・
総
括
・
活
動
報
告
・
発
表
会

　　標準類

年
間
計
画

インプット

重点課題
実施計画

《部》

重点課題
実施計画

《グループ》

プロジェクト活動のテーマ設定

改善チーム活動のテーマ設定

改善チーム活動の登録

プロジェクト活動の登録
プロジェクトチーム

の結成

改善チーム
の結成

　　　　活動の計画

　１．テーマ選定の理由
　２．現状の把握
　３．目標の設定
　４．要因の解析
　５．対策の検討

活動の進捗報告・指導・指示
部門長ヒアリング

　６．活動の実施

活動報告のまとめ

活動完了報告

全社 品質改善活動事例発表会

期毎・改善活動結果の総括

生産本部方針

　　活動のチェック・アクション

　７．効果の確認
　８．標準化と管理の定着
　９．反省と今後の課題

統合面接

実績解析面接
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ面接



-  15  -

部門横断 プロジェクト活動 小集団活動

5.3　重点課題（経営課題）と改善活動の関係

5.4　改善活動の実施状況

改善活動の実施状況を図5.4.1に示す。

Ｐ

Ｃ

テーマ設定と登録

プロジェクト活動進捗一覧表

No. 活動部署 プロセス 推進者 テーマ名 管理項目

1

2

3

テーマ名 推進

部署名 責任者

メンバー

活動期間

推進者ＰＪ活動
報告書

（活動記録）

①テーマ選定理由

②現状の把握

③目標の設定

プロジェクト活動報告書

活動の計画と実施

活動のチェック

活動のアクション

プロジェクト
ステートメント
リーダー

プロジェクト計画書

No. 部  署 職　場 本部長方針部長方針テーマ名

1

2

3

改善チーム活動一覧表

品質改善チーム活動 計画・記録

１．問題の明確化２．ﾃｰﾏの絞込み３．現状把握

５．要因の解析 ６．対策の検討

４．ｽｹｼﾞｭｰﾙ

経営課題

改善
  テ－マ

①

図5.3.1　重点課題（経営課題）と改善活動マトリックス図

◎

②

③

④

⑤

⑥

⑦

・SPS活動
  による
  原価低減

・ﾍﾟ－ｽﾄ
  極板
  品質向上

・ＭＥＳ導入
  による実績
  収集短縮

・２ＡＨ電池
  の国内
  生産移管

・ｿﾙﾃｨﾝｸﾞ
 市場ｸﾚｰﾑ
 撲滅

・ＩＤｼｽﾃﾑ導入
 による受注手配
 業務時間短縮

・改善ﾁｰﾑ活動
  による品質向上

○

○

○

◎

◎

○

○

○

◎

○

○

○

◎

○

○

◎

◎

○

◎

◎

◎

○

◎

◎

◎

○

○

◎

○

○

◎

重点課題（経営課題）と改善活動の関係を図5.3.1に示す。

図5.4.1　改善活動の実施状況

全社品質改善事例発表会

活動の段階（赤字：完了） 活動の結果 活動内容と問題点

①ﾃｰﾏ選定
②現状把握
③目標設定
④計画策定

⑤要因解析
⑥対策実施
⑦効果確認
⑧標準化

プロジェクト活動進捗一覧表

・実施項目の評価

・月次の活動状況

・活動の計画書

・進捗の状況（赤字：完了項目）

・活動テーマの一覧表

・プロジェクト活動報告書

Ａ
［プロジェクト活動のチェック］

＊１経営課題の内容は、P.12の「2010年度 重点課題（経営課題）」を参照。
　 ○印は経営課題と関連する活動を示し、◎印は特に強い関連を示す。

＊１

Ｄ

 改善活動のレベルアップ
①QC検定の受検奨励

②社内QC講座の積極的受講

効果の確認、標準化を実施。
活動の完了報告後、優秀事
例は、半期に１回開催され
る全社品質改善事例発表会
で発表をおこなっている。

本部方針、重点実施課題から、プロジェクト
活動テーマを設定。小集団(改善ﾁｰﾑ)活動は、
製造部門各係で工程改善のテーマを設定して
いる。

プロジェクトチーム・
改善チームごとに、
活動計画を立て
活動を実施している。

プロジェクト活動進捗
一覧表、品質改善チーム
活動計画・記録のフォー
マットを用い、活動全体
の進捗を確認している。

効　果

問題点

優秀事例

・標準化の実施

・反省と
  次期課題への反映

・全社発表
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5.5　活動事例

（1）「ＳＰＳ活動」による生産能率の向上
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１）経営課題

・生産本部の売上、営業利益の必達
・ＣＲ促進と工場能率改善
・現場力の向上

２）ねらい

・電気車部門として、標準原価に大きく影響する標準
　工数(能率)の改善を図る。
・標準原価低減により営業利益の向上を図る。
・VIP活動を発展させたSPS活動によって、さらなる
　現場力の向上を図る。

１）現状分析

・VIP活動で一定の作業効率の向上が図れたが、
　「活人時間」（5S、改善等）という形で工数を
　低減しており、実際の「省人」には至っておら
　ず、真の工数低減（能率向上）を図れていない。

・特性要因図より能率が上がらない要因として、
　・人員が多い（必要人員が明確でない）
　・作業手順が明確でない
　・設備の故障が多い
　・生産計画が明確でない
　・材料が揃わない
　などが考えられる。

1．活動の背景（経営課題との関係）

図.1 生産量・能率推移(2008年4月～2010年3月)

※図内の「生産量」は
2008年4月を100％と
したときの指数 2008年度は、生産量・能率ともに低下して

おり、2009年4月から徐々に回復傾向と
なっている。しかし、実際の標準原価を低
減させるレベルにまで能率を向上させるこ
とができていない。
＊2009年度能率：－0.45%（通期実績）

Ⅰ] 正しい標準工数を実測により把握する。
　 　　ΣＣＴ（ｻｲｸﾙﾀｲﾑ）／ＴＴ（ﾀｸﾄﾀｲﾑ）＝ 必要人工
　 　　ΣＣＴ： 人の手扱い時間(標準作業時間)の合計
　 　　ＴＴ  ： (１日の定時時間）／(１日の要生産量)
　　各工程の適正人数を明確にして、余剰の場合は適正に近づけるよう努力する。

Ⅱ] 生産のネックとなる要因(故障、稼動率、不適合)を明らかにし、重点項目から地道に改善する。
Ⅲ] 各工程の生産指示、生産指標を可視化する。
    現在の状況が正常か異常かをすぐわかるようにする。
    上記活動によって省人・生産性向上を図り、標準工数を低減し、能率を向上させる。

2．活動の内容

２）目標設定

　2011年度の標準原価を低減する

①電気車職場の能率を15％まで向上させる
（直接加工と工場の間接部分の効率化を図る）
②2011年3月末までに上記目標を達成する

標準工数－実績工数
能率＝ （％）

標準工数

３）対策の検討と実施
TPSのツールを活用して以下の手段で実行する。

現状の生産量・能率の推移は以下のとおりである。
＊能率の定義

設備の老朽化

生産するものが判らない

作業手順書がない

設備のサイクルタイ
ムが合わない

生産指標が見えない

必要な材料が無い

材料の入荷が不明確

能率を意識するし
くみがない

生産量による人員
配置になっていない

必要人員が明確で
ない

人員が多い

手法が判らない

能率を向上させる
方法が判らない

指導不足

能率向上を意
識していない

人

不良内容が判っていない

前工程の生産が
遅れてる

ロット毎に調整が
　　　　　必要

置場が決まって
いない

定位置が決まって
いない

生産指示ができない

5Sが出来ていない

生産計画が
明確でない

標準時間が明確で
ない

作業手順が
明確でない

設備保全が不十分

材料にバラツキが
ある

材料が揃
わない

故障内容が判って
いない

必要量に合っていない

不良が多い
能
率
が
上
が
ら
な
い
の
は

材料管理が不十分

設備故障が
多い

不良対策が不十分

設備

しくみ 材料

図.2 「能率向上」が実現できていない特性要因図

　この事例は、原価低減のためにトヨタ生産方式(ＴＰＳ)をベースとした産業電池生産本部独自の生

産システムを構築し、生産能率の向上を図ったものである。
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・特性要因図にて「人員が多い」「作業手順が明確で
　ない」に対する組立工程での改善の一例を示す。

【改善後】

 省人を実現するために
１．ライン作業の改善
　ライン作業全てを最少人数でおこなう。
２．準備作業の改善
　２つのライン準備作業を誰でも１人で
　無理なく出来る作業とする。

組立1,2,6ラインの合計作業人数を14名から11名に 『省人』
　　　（▲3名 ⇒ 21.6% 工数削減）

1 ﾗ ｲ ﾝ 　 5 名
積 重 溶 接 槽 入 組 込

手 作 業 手 作 業 手 作 業 手 作 業

2 ﾗ ｲ ﾝ 　 5 名
積 重 C O S 組 込

手 作 業 自 動 手 作 業

6 ﾗ ｲ ﾝ 　 4 名
C O S 組 込

自 動 手 作 業

班 長

班 長

準 備

準 備

準 備

1ﾗｲﾝ　 5名
積 重 溶 接 槽 入 組 込

手 作 業 手 作 業 手 作 業 手 作 業

2,6ﾗｲﾝで 3名 の 省 人

積 重 C O S 組 込

手 作 業 自 動 手 作 業

C O S 組 込

自 動 手 作 業

班 長 準 備

準 備

2ﾗｲﾝ ３名

6ﾗｲﾝ 2名
・班長業務
・ﾗｲﾝ作業ｻﾎﾟｰﾄ

・部材運搬
・ﾗｲﾝ作業ｻﾎﾟｰﾄ

【改善前】 直接作業者 14名

3．活動の効果

直接作業者：5名 + 3名 + 2名 + 1名 ＝ 11名

１）有形の効果

・生産のネックとなる要因(故障、稼働率、不
　適合)を職場で常に意識するようになった。
・能率目標を明確に共有化したことで、職場
　のコミュニケーションが活発化し、現場力
　の向上が図れた。

能率目標であった15％を達成

＊2008年4月　　　生産量 　100％
　　　　　　 　　能率 　 0.45％

＊2011年3月　　　生産量　67.7％
　　　　　　　 　能率　 15.08％

２）無形の効果

作業の振り分けに
あたり、右表のような
作業分析ツールを活用
して、徹底的な作業分
析を実施した。

・目標を25％までアップすることをめざして活動を継続する。

5．今後の進め方

・作業手順書(6L COS立上げ手順(文書番号：DTMA-作023)他)を作成し、標準化をおこなった。

4．標準化・日常管理の定着
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目標：15％以上

図.3 生産量と能率の推移(2008年4月～2011年3月)

　<SPS活動による能率推移>

図.4 各係 能率推移(2010年4月～2011年3月)



-  18  -

（2）部門横断PJ活動によるペースト極板の品質向上

１）経営課題

２）ねらい

1.活動の背景（経営課題との関係）

　・品質目標の必達と重要品質問題の解決
　　「据置製作G 工程内不良率 0.13％以下」

・「ペースト極板不良」に対し電池種類による層別を実施した。
・その結果より、全体の約50％に相当する「制御弁式電池用極板」
  に重点を絞った活動を展開し、その不良率を30％減とすること
  で、目標を達成する。

2．活動の内容

2009年度下期の不良発生状況の解析と、
現場ヒアリング等より、
　①充填設備に起因する問題だけでなく、前工程で
　　ある格子鋳造工程に起因する問題が多い。
　②極板品質の基準が曖昧である。
　③問題発生時の情報交換が不充分である。
の問題が浮び上がった。

  2009年度下期の要因別ペースト極板不良
　の内、発生頻度がもっとも多い「鋳バリ」
　について、要因の抽出をおこなった。

＜抽出された要因＞
 ①鋳型の部分的な磨耗に対して、メンテ
 　ナンスが行き届いていない。
 ②作業者が「鋳バリ」不良の流出に
 　気づかない。

・鋳造格子における「鋳バリ」不良の低減

＜対策＞
 ①「格子鋳型管理シート」の作成および
 　運用により、計画的な鋳型修正・更新を
 　促進し、メンテナンスをおこなう。
 ②「不具合フィードバックシート」の作成
 　と、後工程である充填・組立工程からの
 　不良発生情報を現場掲示することにより、
 　「鋳バリ」不良の流出を作業者に気づか
　　せるしくみをルール化した。

・2009年度据置製作G工程内不良の内、約50％を
　占める「ペースト極板不良」を削減する。

１）現状分析

２）目標設定

 ３）対策の検討と実施

全体会議（1回/月）

鋳造工程における格子品質改善

充填工程における極板不良削減

極板品質基準の明確化

ペースト極板品質向上ＰＪ

鋳造ＷＧ
充填ＷＧ

設計・品管ＷＧ

　これらの問題をPJ活動内で、効率的かつ技術的な検討
をおこなうため３つのワーキンググループ(WG)を設定し、
個別改善活動との併合で対応した。
月１回のPJ会議では、各WGの活動内容をわかりやすく報告
してもらい、他工程（部門）からの出席者の意見を積極的
に促す会議運営を心がけた。

ポンプの設定ミス

修正時期が
わからない

修正方法が
適切でない

修正の基準を 手順書がない
知らない

手順の意味を
理解していない

設備が老朽化し
手順が一様でない

後工程からの連絡が伝
わっていない

鋳型の製作ミス

手順を守らない

離型剤が剥がれる

ポンプの取り付けミス

鋳型が閉まっていない

離型剤の調合ミス

鋳型温度が高い

格子の落ち方が
適切でない

塗布の方法が
適切でない

鋳型の材質が異なっている

離型剤の落とし方が
適切でない 離型剤の落とし方

が適切でない

鋳型が磨耗している

塗布時の
鋳型温度が低い

バリ発生に気付かない

鋳型がズレている

鋳型の取り付けミス

鋳型のﾒﾝﾃﾅﾝｽがで
きていない

鋳型・鋳造機 離型剤塗布

鋳型更新時期が
明確でない

鋳
造
格
子
に
バ
リ
が
発
生
す
る
の
は

ヨークの故障 塗布状態が
適切でない 鉛温度が高いヨークの調整ミス

注湯量が多い

エア圧の低下 ｽﾌﾟﾚｰｶﾞﾝの
不具合

手順が不明確

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足

塗布の修正が
できていない

人 手順

手順が不明確

経験が浅い

聞いていたが、忘れる

バリの合否基準がわから

鋳型が老朽化している

　この事例は、ペースト極板の品質向上のために設計・品質管理部門とともに部門横断のプロジェ

クトチームを編成し、改善に取り組んだ活動である。
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図.2 要因別極板不良の内訳

図.4 「鋳バリ」発生の特性要因図
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図.1 2009年度産電据置工程内不良

図.3 電池種類別極板不良の内訳
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  2009年度下期の要因別ペースト極板不良の内、
　発生頻度が２番目に多い「練り取られ」について
　要因の抽出をおこなった。

・格子・極板選別基準の見直し

 １）有形の効果（2011年3月末）
 ・対象格子鋳型の修正は計画比100％であった。
 ・「練り取られ」不良は50％削減できた。
　　　　　　　　　　　(2010年度上期比)
 ・制御弁式電池用ペースト極板不良率は30%減には
　 届かなかったものの、23%減の成果が得られた。
 ・他品種極板への波及効果により､後工程の不良が
　 減少し､重点課題の目標値は達成した。

3．活動の効果

5．今後の進め方

○極板品質基準の明確化を図るため、
　「格子・極板選別基準」の見直しを実施した。

１）現在改善できていない極板（自動車用等）への水平展開を実施する。
２）作業性を考慮した格子形状への改善を図る。
　　電池・格子設計→格子鋳型設計→格子現物確認の流れを標準化する。

・充填工程における「練り取られ」不良の低減

新・極板選別基準

4．標準化・日常管理の定着

・「格子鋳型管理シート」による定期鋳型修正の定着
・「不具合フィードバックシート」(シ10-01)による、
　他工程への不良発生報告手順の標準化
・型替え手順書（K-充手-11-A）への改善内容追記に
　よる、専用ゲージ使用の標準化
・作業手順書(K-充手-102-A)への改善内容追記による、
　プレスローラー布の水分確認の日常管理の実施

「不具合フィードバックシート」

図.5「錬り取られ」発生の特性要因図

＜抽出された要因＞
 ①プレスローラーの高さは微調整が必要であり、
   型替時の人為的ミス等により、プレス圧が高く
   なる。
 ②始業時･休憩後に滴下水が止まるため、ローラー
 　に巻かれた布が乾き、プレスローラー布の目詰
   まりが発生する。

＜対策＞
 ①極板品種ごとに「専用ゲージ」を製作し、
 　型替後のローラー高さの微調整作業を排除する。
 ②設備停止時間の、ローラー滴下水の調整を、
 　ルール化する。

作業手順書がない

必要事項を理解してい
　　　　　　ない

型替え時に調整ミ
スがある

経験が浅い

作業手順が不明確

搬送時の衝撃

鋳造温度が高い

変形している

余剰ペーストが多い

水の滴下が少ない

コマローラーにペー
ストが付着する

水の滴下位置が適切でない

ローラーと格子がズレる（鋳バリ）

練合温度が低い

ペーストが軟らかい

鋳型の変形

鋳型の磨耗・劣化

離型剤塗布が
適切でない

ｺﾏﾛｰﾗｰ等への
滴下水が多い

（型替え時）調整
が適切でない

ペーストが多い
（ｵｰﾊﾞｰﾍﾟｰｽﾄ）

回収練りが軟らかい

ゴムローラーの
破損

充填ベルトの状態
が適切でない

交換時期が
過ぎている

格子が当たり
緩んでいる

布の目詰まり

ローラーによる
プレス圧が高い

チェーンの張りが
ゆるい

水が出ていない
（水圧変動）

ベアリングの磨耗

ゴム表面の磨耗

ゴムローラー表面
の凸凹がない

プレスローラー 設備（ﾌﾟﾚｽﾛｰﾗｰ以外）

ベルトの劣化

練
り
取
ら
れ
が
発
生
す
る
の
は

ローラーに
ガタつきがある

ｽﾍﾟｰｻｰ高さが
不適切

型替え時の調整ミス

ワイヤーの張
りが適切でな

布巻きにヨレがある
張り方が

適切でない

調整水が多い
（停止時間が長い）

負荷電流値が
不適切 鋳造時の落下

速度が速い

厚さが不均一
（腹ボテ）

ペースト 格子

（初期）水の投入
量が多い

図.6「専用ゲージ」作成図

プレスローラー 専用

 ２）無形の効果
　「部門・工程間の連携強化」
　不良基準が明確になり、連絡シート等により
　部門間のコミュニケーションが図れたことで、
　異常処置対応のスピードが向上した。
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図.7 制御弁式電池用ペースト極板
　　不良率の推移（2009年度を100とした指数）

（指数）



-  20  -

（3）小集団での品質向上活動による工程内不良の削減

1.活動の背景（経営課題との関係）

2.活動の内容

＜活動の例＞

5.今後の進め方

・小集団での活動を継続し、
　さらなる損失削減・作業性向上をめざす。

3.活動の効果

「検査不適合件数の低減」

会社名・部署名 産業電池製造部電気車製作Ｇ充電係

チーム名 充電係仕上班

３．現 状 把 握・背　景
検査不適合件数の低減 1.液栓方向間違いの削減

2.PPバンド忘れの削減 09下期 平均検査不適合件数　72件
3.部品の取り忘れ等の削減

６．対　策　の　検　討　　↓
液栓方向間違い
1.不適合の要因　 1-2.なぜ確認を忘れるのか　 1-2-2.液栓確認の改善　

1-1.図面での表現がわかり難い。 1-2-1.一通りの作業が終わるとつい次の 　 1-2-2-1.図面での方向色分け
　　　品物の作業に移ってしまう。

1-2-2-1.作業者の意識向上
1-2.人によって液栓を取り付けた後 1-2-2.ライン上での作業なので終われば

の確認を忘れる事がある。 　　　すぐに仕上げ作業に送りたいと言

　　　う心情がある。

1-2-2-1.図面での方向色分け 仕上げ班毎朝情報共有ﾐｰﾃｨﾝグ継続 仕上げ班毎朝情報共有ﾐｰﾃｨﾝグ継続

組込班フィードバックﾐｰﾃｨﾝグ継続

　
　
【
活
動

1月４．全体スケジュール

池田英H

(5.)仮説の設定、仮説の検証、真の原因　→

11月10月

検査不適合件数の低減

１．問題・課題の明確化　→ 2.テーマの絞り込み（ﾃｰﾏ選定）→

品質改善チーム活動
　　　活動計画・記録

Ｐ
（

計
画
）

テーマ名

Ｄ
（

実
施
）

５．要　　因　の　解　　析　→

12月

海東H

１）経営課題

・産電生産本部の売上、営業利益の必達
・品質目標の必達と重要品質問題の解決

２）ねらい

・工程内不良を削減し、クレーム費の削減につなげる。
・重要品質問題を解決し、工程内不良を削減する。

○△□
104,868円/月

単月　×
累計　×

105,413円/月
210,281円/累計

単月　×
累計　×

79,306円/月
289,587円/累計

単月　○
累計　×

49,869円/月
単月　○
累計　○

32,954円/月
単月　○
累計　○

51,116円/月
単月　○
累計　○

24件/月
単月　○
累計　○

30件/月
54件/累計

単月　○
累計　○

23件/月
77件/累計

単月　○
累計　○

0件
単月　○
累計　○ 0件

単月　○
累計　○ 0件

単月　○
累計　○

11月 12月
結果 結果

10月1 電気車製作G 極板
電気車製作
工程内不良損失
0.10％以下

チューブセッ
ト、乾式充填
の不良削減

正極板不良率
0.026％

106,000円/月

20％削減
0.021％

85,000円/月
下期51万円以下

2 電気車製作G 組立
電気車製作
工程内不良損失
0.10％以下

3.5L　自工程
不良の削減

10年上期平均
￥66,500/月

10年上期
平均の20%削減

￥53,000/月

3 電気車製作G 充電
電気車
クレーム損失
0.17％以下

検査不適合
件数の低減

09下期平均
72件/月

30件／月

4 品質管理G 品管
電気車
クレーム損失
0.17％以下

単電池出荷
での電解液
漏れ防止

06年度～10年度
現在11件

納入直後での
液漏れクレーム0件

No. 部　　署 職場 本部長方針 テーマ名 2009年度実績 目標

○△□

☆

△

○△□

○△
○△

△

□

□

△

△

○△□

○△

○△

△
△

○△□

4.標準化・日常管理の定着

・「改善チーム活動一覧表｣および
　「活動計画・記録」により小集団活動を
　 維持する。

2006年度の工程内不良率を100としたときの指標

改善チーム活動一覧表にて設定されたテーマの進捗を管理している。
現在、電気車4チーム、据置5チームの合計9チームで活動中である。

＜改善チーム活動のテーマ設定＞

0
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06 07 08 09 10 11 12 (年度)

指
数

実績

目標

　この事例は、小集団活動により工程内不良費およびクレーム費の削減のために、職場単位で目標

を設定し、改善を図ったものである。

0

20

40

60

80

100

06 07 08 09 10 11 12(年度)

指
数

実績

目標

○△◇

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

0
9
年

4
月

0
9
年

6
月

0
9
年

8
月

0
9
年

1
0
月

0
9
年

1
2
月

1
0
年

2
月

1
0
年

4
月

1
0
年

6
月

1
0
年

8
月

1
0
年

1
0
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1
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1
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1
1
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目標：30件以下

不
適
合
件
数

図.1 組込仕上げ工程
　検査不適合件数推移

(月)

(件)

図.2 電気車電池工程内不良率推移 図.3 据置電池工程内不良率推移

テーマ：

よ
い

よ
い

よ
い

次工程である検査での不適合発見
数を削減する取り組み。
下期は目標達成で推移している。

期初に目標を設定し、
毎月１回の進捗確認を実施。

電気車充電チーム
の改善を示す。
改善を進め、
単月・累計ともに
目標を達成しており、
良好な結果である。
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（4）生販一体化活動による１２Ｖ６５Ａｈ-ＬＨＭ電池の開発

 DRBFM WORK SHEET (新商品･設計変更用) 承認 確認 作成

件名 12V64Ah-LHM電池の開発 実施日 2007.4.12 ○○ △△ □□

構成 変更点 機能 変更による心配点 どんな場合生じる 影響 心配を 推奨対応

部品 変更 機能 他の心配 原因 他の要因 除く (DRBFM

内容 障害 (DRBFM) 要因 (DRBFM) 設計 の結果)

極板 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･

12V65Ah-LHM電池の開発

Ｐ

Ｃ Ｄ

ＡＰ

Ｃ Ｄ

Ａ

Ｐ

Ｃ Ｄ

Ａ

Ｐ

Ｃ Ｄ

Ａ

Ｐ

Ｃ Ｄ

Ａ

Ｐ

Ｃ Ｄ

Ａ

　この事例は、生販一体となって携帯電話用中継基地局の仕様変化に応じた商品化検討をおこな

い、お客様が必要とする新製品を開発した活動である。

１）経営課題

１）新商品開発のしくみ

1．活動の背景（経営課題との関係）

2．活動の内容

２）ねらい
　・通信市場における売上と利益を確保する。
　・携帯電話用中継基地局の小型化要求に対応した
　　電池を開発する。

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ

設計・開発計画

初期流動管理

設 計 審 査

量産フォロー

 新商品カルテ 発行日 2007.04.02

新商品委員会 電池 技開 ＷＧ 起案

委員長 委員 部会 本部 部署

○○ △△ ← □□ ← ◇◇ ← ▽▽ ← ☆☆

受付No. 産07上-001 件名 12V65Ah-LHM電池の開発

背景 携帯電話用中継基地局の小型化

･･･

 新商品開発・設計計画書 区分 ■新商品開発 日付 2007.03.30

件名 12V65Ah-LHM電池の開発 計画 承認 確認 作成

目標 2007年11月納入、･･･ 実績 ○○ △△ □□

項目 責任者 担当者 ９月 １０月 １１月 １２月

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･

量産試作 △△ □□

DR2★ DR3★ ★納入

9/28 10/30 11/15

進捗確認欄 (日付) 9/28 10/30

(責任･担当者印) △△ □□ △△

 DR議事録(DR1) 部門長 委員長 責任者

件名 12V65Ah-LHM電池の開発 ○○ △△ □□

開催日 2007.04.13 審査委員 ･･･

決定事項 設計試作段階への移行を可とする

要検討事項 ①経済性を再計算すること

②･･･

 初期流動管理登録書 製造部 品質管理G

件名 12V65Ah-LHM電池の開発 承認 確認 担当

承認 2007.11.02 解除 2009.08.05 ○○ △△ □□

管理項目 管理基準 管理頻度 管理目的等 責任部署

極板 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･

ＷＧによる検討

新商品委員会に
よる確認と承認

新商品カルテ作成

設計開発の着手

新商品開発・
設計計画書作成

設計検討、
試作・試験

進捗確認、
ＤＲＢＦＭ

設計資料（図面、
ＤＲ資料等）

（新商品開発・
設計計画書見直し）

審査の実施要検討事項
の抽出

関係部門に
よる解決

ＤＲ案内
ＤＲ １
基本設計ＤＲ段階
（構想設計案の審査）

ＤＲ ２
試作設計ＤＲ段階
（設計検証結果の審査）

ＤＲ ３
量産試作設計ＤＲ段階
（妥当性確認結果の審査）

管理の実施

通常の
量産管理

初期流動管理
の登録

初期流動管理
解除の審査

量産、販売

通常管理 営業部門に
よる策定

・営業部門による
実績確認

・電池部会による
実績確認

開催（１回／月）

必要に応じて
是正処置実施

品質会議の案内

工程内・
市場不具合の
確認

設計計画と
進捗確認

［売上、利益、品質］

 心配点を取り上げて、抜けなく設計することを支援するしくみ
  技術部以外の関係者も集まり､他に抜けがないか確認している。

 ＤＲの議事内容を記録をしている。

 量産開始後､ねらいの品質となっているか確認をしている。

 新商品企画(背景、ねらい、売上、投資、販売時期等)
 をまとめたもの。新商品開発の可否を決定している。

 実施項目毎に責任者、担当者と計画を定めたもの
  毎月、責任者と担当者にて進捗を確認している。

　・産電生産本部の売上、営業利益の必達
　・新商品開発の推進
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3．活動の効果

１）有形の効果

２）１２Ｖ６５Ａｈ 電池の開発実施状況

　携帯電話のような無線通信分野は、今後も
技術革新が進み、新たな通信規格が生まれる
ことが予想される。
  それらの市場動向を的確に把握し、お客様
の満足する電池を開発する。

5．今後の進め方

２）無形の効果
　・新商品開発を通じて営業部門との意思疎通が
　　図れ、連携が良くなった。
　・売上利益に貢献できたことで技術部員の
　　モチベーションが向上した。

2007年度を100とした売上と利益の指数

図.1 12V65Ah-LHM電池の売上と利益の推移(累計)

 １）お客様のニーズに基づき、商品化を検討
　　 する「新商品カルテ」のしくみの中に、
　　 WGによる新商品カルテ作成を追加した。
 ２）「設計管理規定」(文書番号:CA-0401)を
     改定し、商品化後、目論見通りの効果が
     得られているかどうかを検証できるよう
     にした。
    （電池部会[会議体]によるフォロー）

4．標準化・日常管理の定着

　　設計の段階(基本、試作、量産試作)
　に応じて、設計審査(DR) を開催し、
　10月に量産への移行が承認された。

  DRBFM、チェック
  シート等を活用し、
  抜けのない設計を
  おこなった。

　２００７年１月から営業部と技術部にて商品化検討をおこない、４月に新商品カルテの承認を得た。

0
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800

1000
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売上

利益指
数

　　技術部方針書、重点課題実施計画書
　にテーマアップし、新商品開発・
  設計計画書を作成して、設計検証や
  妥当性の確認を進めた。
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（5）ＭＥＳ導入による生産実績情報の見える化の実現

1．活動の背景（経営課題との関係）

１）経営課題

 ・フレキシブルな生産および供給体制の確立

２）現状把握
　フレキシブルな生産および供給体制の
構築のために、実績情報を詳細かつ即時
に把握する必要があった。

３）要因解析

１）目標設定

２）活動の重点

・リアルタイムの品目毎の在庫、数量が集計できない。
・R/3への入力に手間と時間がかかる。
・品質情報が紙ベースであり探す手間がかかる。

４）ねらい

　見える化PJ(2008年4月～2009年3月)で
本課題解決にはMESの導入が有効であ
ることが確認でき、MESを活用した管
理の見える化を図る。

① ラインの進捗，稼動，実績状況のリアルタイムの見える化により、問題を迅速かつ詳細に
   認識し、的確な対策立案を可能にする。
② 生産指示の電子化による業務効率化をめざし、R/3への実績入力はMESがおこなうようにする。
③ トレーサビリティー情報の管理精度向上により、品質情報の検索を迅速にする。

図.1 「見える化」が実現できていない特性要因図

2．活動の内容

問題点 活動の重点

① 生産状態のリアルタイムの見える化

・個別の実績収集ができていなかった。 ・RFID,PLCネットワーク化等の現場機器導入に
　より、個別のリアルタイム実績収集を実現する。

・1日単位の実績情報管理が限界であった。 ・MESの実績情報閲覧，検索機能により個別の
　実績情報管理を実現する。

② R/3への実績入力

・紙ベースの生産実績情報を再度手入力
　する手間が発生していた。

・現場の実績情報はMESサーバーで一元管理し、
　R/3に必要な情報はMESが送信する。

・R/3への実績計上は、生産実績情報をもとに
　さらに按分処理することが必要であった。

・R/3が必要とする実績情報は、MESが収集した
　情報を自動で按分して計上する。

・生産実績情報の集約と入力に時間が
　かかっていた。

・情報閲覧ツールの活用により、製造実績の
　リアルタイム閲覧を実現する。

③ トレーサビリティー管理

・R/3には、製造ロットという概念が
　存在しなかった。

・R/3が持つ情報だけでは、製造フローの
　ひもづけが困難であった。

・MESが独自にロット単位の製品，中間品管理を
　おこなう。

・MESがトレーサビリティー情報のひもづけ
　および情報検索を実現する。

実
績
情
報
の
リ
ア
ル
タ
イ
ム
の

見
え
る
化
が
実
現
で
き
て
い
な
い

数量

品質作業時間

コスト

使用数量が
わからない

品目毎の
集計が
できて
いない

関連
付ける
手間が
かかる

検索する
手間が
かかる

R/3への
実績入力
に時間が

かかる 在庫が一元
管理できて
いない

R/3へ
入力する
手間が
かかる

紙での情報記録

　この事例は、フレキシブルな生産および供給体制の確立に寄与するために、R/3や現場から必要な

情報を収集して一括管理するＭＥＳを導入し管理の見える化を図ったものである。
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80%
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120%

従来 MES導入

作
業
時
間
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時間登録

内容確認

作業登録
よ
い

図.4 実績入力の工数の変化

１）効果の確認

①有形の効果

・詳細な生産性指標検証により改善ポイントが
　明確化できるようになった。

・社内LAN内のPCでの生産実績のリアルタイム
　の見える化を実現した。

 MESが生産実績登録と按分処理をおこなう
 ことにより実績入力工数が低減した。

１）システムフローの
  運用を図り、生産体
  制改善に取り組む。

２）見える化のさらな
  る内容充実と精度向
  上を図るために、
  MESの改善を継続す
  る。

３）今回の成果をふま
　えて、MESを他工程
　に展開する。

 　MES導入によるシステム
 フロー(右図)に基づく改善
 のサイクル
  Ｐ　生産指示情報をMESに
      登録する。
  Ｄ　現場で生産する。
  Ｃ　現場実績情報をMESか
      ら収集し検証する。
  Ａ　見える化の結果を生産
　 　 計画に反映させる。

5．今後の進め方

3．活動の効果

②無形の効果(副次効果)

図.6 品種別生産性指標表示画面

図.5 製造日別生産性指標表示画面

 実績情報の詳細な
 見える化
  改善のポイントが
  より具体的で明確
  にわかるように
  なった。

・トレーサビリティー管理の活用により品質
 　管理精度が向上した。

 製造履歴情報を
 もとに、詳細な
 検索が可能に
 なった。

製造履歴表示画面

詳細情報表示画面

A

 リアルタイムで
 実績情報を見る
 ことが可能に
 なった。

B C D

 改善のサイクルをまわすこと
 で、フレキシブルな生産およ
 び供給体制の確立に寄与する。

・実績入力の工数が削減した。
a b c d e

図.7 MES導入後のシステムフロー概略図

R/3

MES

現場（機器類）

何を
作るか

どのように
作るか

どのように
作ったか

生産計画実績見える化

何を
作ったか

ＰＣ

Ａ

Ｄ

図.3 個別の進捗状況表示画面

　図.2 生産ラインの実績表示画面

4．標準化・日常管理の定着

１）MESを活用した日常管理

 a              b               c              d               e
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（6）据置受注手配業務におけるＩＤシステムの構築

図.2 蓄電池仕様情報

図.3 ［集合手配業務（基本フロー）］

①受注物件の平均処理日数（リードタイム）を2007年度比で2011年度目標0.53以内、将来目標0.23に
　短縮するために営業担当者向けに仕様情報入力支援システム（IDシステム）を新たに構築する。
②IDシステムは仕様情報の入力漏れを防止し、入力ミスのチェックが可能なシステムにする。
③IDシステムが適用可能な受注物件は全物件数の60％を目標とし、多くの仕様に対応できるシステム
　を構築する。
④支店営業担当者への操作説明会を実施することで、円滑にシステムの導入を図ると共に導入後の早
　い時期からIDシステムの運用比率を高める。

図.1 物件数の推移

2.活動の内容

手配業務の問題点
［集合設計手配業務（基本フロー）］

１）目標と活動の重点

　この事例は、据置集合電池の手配業務効率化のために、新たに受注物件仕様情報システム

（ＩＤシステム）を構築し、標準化を図ったものである。

営業
（受注物件情報）

技術
（設計）

生産管理
（部材発注）

R3

R3 発送品明細書

手配ｼｽﾃﾑ

JIT

詳細仕様情報

・個数、配列
・接続方法

JIT

・仕様の確定
・必要部材の特定

R3

基幹ｼｽﾃﾑ

・客先情報
・納期

 仕様連絡は文言情報が多
 く確認のためのやりとり
 が発生している。

 入力画面にチェック機能
 がなく、入力忘れや誤入
 力が発生。このため再確
 認をおこなうことがあっ
 た。

・産電生産本部の売上、営業利益の必達
・フレキシブルな生産および供給体制の確立
・品質目標の必達と重要品質問題の解決

２）現状把握

３）ねらい

① GY統合後、増大する受注物件に対応するため処理にかかる時間の短縮が急務であった。
② 受注物件詳細仕様情報システム（JIT）の情報入力機能が不十分であったため、営業で
   のJITへの情報入力および技術での内容確認に手間と時間がかかっていた。
③ 営業がJITに入力する仕様連絡は文言による情報が多く、営業と技術間において意味の
   取り違い等で齟齬をきたしやすく、クレーム発生につながる懸念が常にあった。

現状把握の①～③で明確になった問題点を解決するために、IDシステムを構築する。

0

50

100

150

200

250

300

350

物
件
数

(%)

Y

G

GY統合

04 05 06 07（年度）

 GY統合で物件数
 が急増した。

手書きによる配列仕様

 配列仕様が手
 書きのため、
 読み間違える
 欠点があった。

 JITを使用して情報入力している。

１）経営課題

1.活動の背景（経営課題との関係）

 文言による
 仕様連絡の
 ため伝達
 ミスが多い。
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２）無形の効果

「IDシステム」自動配列表示

図.4  ｢IDシステム｣入力画面

2007年度

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

2010年度
項   目

2008年度

ピッキング工程追加

2009年度

構想

デモシステムによる
ニーズ調査

予算調整

システム開発

稟議

仕様検討

暫定運用

評価テストシステム開発

発注

ｱﾙｶﾘ適用

東京、関西

東京、関西
説明会

電源手配物件
対応1

電源手配
物件対応2

運用開始

ソフトの改善（操作性）

部門予算化

「IDシステム」の開発スケジュール表.1 「IDシステム」の開発スケジュール

3.活動の効果

5.今後の進め方

図.5 手配業務のしくみ変更後
［集合設計手配業務(IDシステム導入)フロー］

手配業務のしくみを変更する

１）IDシステム適用可能物件をソフト改造により現在の45％から60％に引き上げる。
２）JITとIDの2つのシステムを1本化し、IDシステムによる100％運用をめざす。

4.標準化・日常管理の定着

１）設計手順書「IDシステムによる集合電池設計手順書（GDT-027）」を作成し、
　　　日常業務で活用している。

①2007年1月から構想検討に入り、2010年度中にシステムを構築した。
②IDシステムは技術ノウハウを組み込んだ自動図形表示機能を持ったシステムとした。

２）対策の実施

１）有形の効果

営業
（受注物件情報）

技術
（設計）

生産管理
（部材発注） R3

JIT ID

詳細仕様情報

R3

R3

基幹ｼｽﾃﾑ

・客先情報
・納期

 入力忘れが防げる
 ようになった。

 IDシステム
  ・個数、配列
  ・接続方法
 　(図形表示)

・仕様の確定
・必要部材の特定

発送品明細書

手配ｼｽﾃﾑ

JIT ID

 自動配列表示で入力時に配列が
 確認でき、入力ミスが防げる
 ようになった。

　①営業で入力する手配物件の仕様情報の
　　精度が向上し、技術での確認作業負担
　　が軽減した。

　②技術ノウハウをシステム化し標準化し
　　たことにより、従来は技術でのみ作成
　　していた承認図が営業でも作成が可能
    となった。
　　これによりお客様への承認図提出納期
　　が短縮できるようになった。

 仕様内容が図形表示
 となり再確認が不要
 となった。

07年度を1とする

図.6 受注物件の平均処理日数
(リードタイム)

将来目標

目標ライン

08 09 10（年度）07

処
理
日
数

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

　0

（指数）  受注物件の処理
 日数が短縮した。



有形、無形の効果、今後の進め方は次のとおりである。
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3） 今後の進め方

5.6　活動の効果と今後の進め方

1） 有形の効果

2） 無形の効果

① ＴＱＭ活動の強化で、改善活動の目標達成にこだわる意識が強くなり、成果直結型の取り組

　 みがおこなわれるようになった。

② 達成したときの自信や満足感から個人のモチベーションが向上し、参加者全員の意見が活発

　 に出るようになった。

③ プロジェクト活動進捗表を作成することで、横ならびで他の活動状況が見えるようになり、

　 部門間のコミュニケーションが活発化した。

① ＱＣ的なものの見方・考え方、ＱＣ手法の現場活用の拡大、さらには方針管理の徹底を３つ

　 の柱にＴＱＭ活動のさらなる推進を図る。

② 設計・製造品質の向上、業務の効率化に向けて、プロジェクト活動・小集団活動など、幅広

　 い改善活動を継続する。

③ 改善活動では、今後もＱＣストーリに沿ったステップを実践し、問題解決のスピードをさら

　 に上げていく。

産業電池生産本部でのQC検定有資格者

有
資
格
者
数

0

10
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30

40
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60
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80
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100

08 09 10 11 (年度)

(人)

１級

２級

３級

４級

よ
い

2011年度
上期見込み

図 5.6.4　QC検定 有資格者数(累計)
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04 05 06 07 08 09 10 (年度)

(回)

産業電池生産部門の
累計

その他部門の累計
(平均)

図 5.6.3　全社発表会 発表件数(累計)
全社の品質改善事例発表会(2回/年)の発表件数の累計

発
表
件
数

よ
い
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07 08 09 10 (年度)

(％)

能
率

よ
い

能率＝(標準工数-実績工数)/(標準工数)
07年度標準工数を基準とする

図 5.6.2　据置能率推移

実 績
目 標

-2

0

2

4

6

8

07 08 09 10 (年度)

(％)

実績

目標

よ
い

能
率

能率＝(標準工数-実績工数)/(標準工数)
07年度標準工数を基準とする

図 5.6.1　電気車能率推移

実 績
目 標
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6.2　標準化のしくみ

6.1　概　要

６． 標準化と日常管理

ＳＤＣＡ

　標準類
① 社長方針書 　　管理規程
② 事業本部長

　　方針書 品質文書
③　生産本部長 　　　管理規程

　　方針書
①　②　③

④
プロジェクト
　　活動報告書
⑤
改善チーム
　　活動報告書
⑥
改善提案書
⑦
不適合品 　不適合品

連絡書 　　管理規程
⑧ 是正処置
不適合対策書 　　管理規程
予防処置通知 　予防処置

及び対策報告書 　　管理規程

⑨

⑨
文書制定・改定・ 品質文書
廃止通知書 　　　管理規定

標
準
の
制
定

標
準
化
活
動

標
準
の
示
達
と
活
動
実
施

評
価
の
実
施

インプット 品質保証部 活動部署

計
画
の
策
定

帳票 標準類

上位方針

法令・規制

マネジメントレビュー

市場・社会動向

必要標準類の洗い出し・策定

標準類の見直し　（新規制定・改訂の検討）

標準類の制定・改訂の起案

 改善活動・日常活動からの問題提起

　・プロジェクト活動　④
　・改善チーム活動　⑤
　・改善提案　⑥
　・不適合製品の管理　⑦
　・是正処置／予防処置活動　⑧

標準化案・改訂案の作成

標準類の制定・発行

部門規定・標準類の
配布・掲示

標準類の周知および活動の実施

共通規定の
配布・掲示

審議・確認・承認

　　　　　　　　　　標準類遵守状況のチェック
　　　　　　　　　　　　・品質パトロール
　　　　　　　　　　　　・管理職巡視
　　　　　　　　　　　　・内部品質監査
　　　　　　　　　　　　・日常管理活動の結果

　2004年度の経営統合以降、2008年頃までの標準化および日常管理への取り組みは、ＩＳＯマネジ

メントシステムや「ＶＩＰ活動」を中心としたものであった。この取り組みは業務の流れを管理する体

系図やフローが不十分であったことから、2009年度のＴＱＭ本格導入を機に標準化のしくみの整備

をおこなった。

　経営課題達成のための改善活動の結果を、作業手順や帳票類などの標準類に反映し日常管理で維

持している。標準類の遵守状況は工程の「品質パトロール」や「管理職巡視」などの日常管理活動で確認

をしている。さらに、2010年度の「ＴＱＭ活動強化宣言」を機に品質保証体系をはじめとしてしくみの

整備をおこない、日常管理を強化した。

　2009年度からの改善活動の結果から「ＩＤシステム」や「製造実行システム(ＭＥＳ)」を基幹システムであ

るR/3と連動させることで、日常管理に活用している。一方、2007年度から順次導入をしてきた「倉

庫管理システム」などと連動させることで、部門内の日常管理の見える化の促進や作業効率の改善が

進み、電気車電池のリードタイム短縮などに寄与している。

　また、作業環境の改善や労働安全衛生にも注力した結果、労働災害が減少傾向になるなど、効果

を得ている。

図6.2.1　標準化の流れ

Ｓ

Ｄ

Ａ

Ｃ

＊

標準化と
日常管理の
実施状況は
P.29を参照

標準類の
見直しと
起案

標準類の
制定と
発行

標準化内容
の遵守

遵守状況
の確認

改善活動、日常活動からの標準化のしくみを図6.2.1に示す。



標準化と日常管理の実施状況を図6.3.1に示す。
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6.3 標準化と日常管理の実施状況

IDシステムR/3   基幹システム

製造現場

検品システム

倉庫管理システム
　・ﾛｹｰｼｮﾝ管理機器
　・在庫管理機器

検査入力システム
　・検査入力機器

・実績収集機器
・情報入出力機器

MES用現場機器

MES   製造実行システム

指図情報 ﾏｽﾀ情報

　

製造指示

組立工程 検査工程 出荷場
客
先

実績情報 ﾏｽﾀ情報実績情報 実績情報 出荷情報 実績情報

MESデータベース
　・指図情報　　　　　　・日報情報　　　　・品質情報　　　　　　・進捗管理
　・製造マスタ情報　　・受注情報　　　　・ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｰ　　　　・在庫情報
　・実績情報

R/3データベース
　・生産計画            ・受注情報　　　　・実績情報
　・管理マスタ情報　　　・在庫情報

実績情報

クライ
アント

受
注

技術
(設計)

営
業

 IDデータベース
  ・製作仕様

要求
仕様

詳細仕様

☆頻度　1回/月
☆メンバー　製造部長 製作GM 品管GM
　　　　　　　 各係長 職長 班長
 ⇒ 狙い　能率・品質・安全・環境向上

管理職巡視

 MESのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽより
 実績情報を随時抽出
 が可能になった。

☆頻度　 1回/月
 ⇒ 狙い　業績・品質・安全・環境・
　　　　　 生産状況の周知

限度見本の作成 検査基準の作成

☆頻度　1回/月
☆メンバー 製造部長 製作GM 品管GM
　　　　　　　　係長　職長　班長
  ⇒ 狙い　能率・品質・安全・環境向上

SPS指導会

安全・環境管理

☆安全衛生委員会　　　1回/月
☆安全衛生パトロール　1回/2ヶ月
☆職制安全パトロール　1回/2ヶ月
☆環境管理委員会 　　　1回/月
☆エコパトロール　　　　 1回/月
   ⇒ 狙い　安全向上　環境向上

基幹システムR/3は、サブシステムのMES・IDシステムや製造現場のシステムと連携している。

技術連絡書

購買仕様書

図　面

 客先問い合わせ内容はMESﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽより
 情報を抽出して報告が可能になった。

品質パトロール（工程・外注）

改善活動
　・プロジェクト活動
　・小集団活動
　・改善提案

日常管理活動

標
準
類

標準化

記
録

工場会

図6.3.1　日常管理の実施状況

Ｄ

Ｃ

Ｓ

 決めたことが守ら
 れているか現場で
 確認している。

 改善活動の
 状況を現場で
 確認している。

QCDSの月次進捗状況
の連絡をしている。

教 育 ・ 訓 練 記 録

教育・訓練項目

教育・訓練の目的：

鉄箱の肉盛が大きい場合の不具合内容

車体とのマッチングについての教育

教育・訓練の内容：

（使用した教材等）

不適合対策書

脚長限度見本

主催機関

又は

担当部門

実施年月日 時   間

溶接肉盛の不具合についての教育

☆頻度　各　1回/月
☆メンバー　品管GM 係長 職長 班長
　　　　　　　 スタッフ
 ⇒ 狙い　品質向上

是
正

教育
訓練 原因・対策・

 効果の確認
 を実施して
 いる。

Ａ

 標準類の制定、改訂
 をおこなっている。

☆品質管理会議　　 1回/月
☆品質改善会議
　　　　電気車・据置　各　 1回/月
 ⇒ 狙い　品質問題の周知・改善活動
            進捗報告

品質会議
報告
審議



ＴＱＭ １０-０８-０４

B '2010/09/17  構内外注欄追記、DR会議を分離。主管部門を会議体に変更

A '2010/09/06  体系図に承認、主管部門記号を追記して明確化

'2010/08/03  新規制定：産電（電/据､SLA､ｱﾙｶﾘ）３体系図を統合

改訂履歴 改訂内容 改訂履歴 改訂内容

商 電池部会  
品
企
画 幹部会 品質マニュアル 産業電池

生産本部方針

電池部会 新商品企画書
(新商品委員会) 新商品カルテ

＊ 方針書/重点課題
  ＭＤＲは設備計画の (統合面接) 品質計画管理規定 実施計画書
  適合性審査を示す｡

  又、（０）～（２）は

  審査の種類を示す｡ (技術部 M／T)

 

＊ 設計管理規定 設計･開発計画書
(技術部 M／T)

設

計 プレＤＲ委員会
・ 設計審査(DR)規定 DR記録
評 設計審査委員会 (議事録/資料)

DRBFM
価 設計管理規定

設計図
特性図

＊

試作結果報告書

設計検証記録

プレＤＲ委員会 設計審査(DR)規定 DR記録

設計審査委員会 (議事録/資料)

技術連絡書
＊ 量試結果報告書

信頼性試験規定 信頼性目標値一覧

妥当性確認一覧

プレＤＲ委員会

設計審査委員会 設計審査(DR)規定 DR記録

(初期流動管理 (議事録/資料)
　　　　の登録)

製販会議 受注管理規定
契約内容確認手順書

設計管理規定
製造工程管理規定

量 注文書
納期照会書

産 生産管理規定
工場会 委託先評価表
原価会議

購買管理規定 購買情報

計測器管理規定 測定器一覧表
測定器校正記録

支給品管理規定 顧客支給品
送付連絡書

設備管理規定 設備保全管理表

(初期流動管理 購買品検査規定
　　解除の審議) 初期流動管理規定

製品識別管理規定 ﾁｪｯｸｼｰﾄ/製造記録
工場会 製造工程管理規定

工程内検査規定

不適合品管理規定 不適合対策書

倉庫管理規定

是
正 是正処置規定 不適合対策書

予防処置規定

開発 技術製造会議
ﾃｰﾏ評価

市 ｸﾚｰﾑ処理規程 不適合対策書
場
監 ｱﾝｹｰﾄ調査結果
視

品質管理会議 品質管理会議
 ﾌｫﾛｰ 電気車品質改善会議 議事録
 ｱｯﾌﾟ 据置品質改善会議 [改善会議議事録]

内部品質監査
監 計画書
査 (定期内部品質監査)内部品質監査規定 内部監査連絡書

 兼 ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 
兼 報告書

 ﾏﾈｼﾞ (マネジメント 品質マニュアル 経営者の
 ﾒﾝﾄ レビュー) 見直し記録
 ﾚﾋﾞｭｰ

全 教育訓練規定 教育訓練計画書
般 教育訓練記録
 

※1：アルカリ部門はプレＤＲ審査なし。 ※2：アルカリ部門はＤＲ審査にＭＤＲを含む。 ※3：アルカリ部門は小田原電池部長が決裁者となる。
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 ＊ＳＬＡ､アルカリ事業分野の規定・標準類
　 相当を含む。

購買(調達)
部門

段階 規定･標準 文書・記録
構内外注

生技部門
［ｱﾙｶﾘ関連除く］

主な会議体
（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）

主な標準類
製造部門 品管部門 品証部門

文書番号 作成部門 　　産業電池生産本部　品質保証部

区分

顧　客 経営者
(生産本部長)

営業部門 企画部門
開発部門
技術部門

生産管理
部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　監視・測定　　　是正処置　　　予防処置

　　　　　　　　　　　　　　　技術製造会議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［ｱﾙｶﾘ関連は除く］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本設計審査（ＤＲ １） ※2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 試作設計審査（ＤＲ ２） ※2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 量産試作設計審査（ＤＲ ３）  ※2

　　　　　　　　　　　　量産試作設計プレＤＲ審査　 ※1

　　　　　　　　　　　基本設計プレＤＲ審査 ※1

　　　　　　　　　　　試作設計プレＤＲ審査　※1

内部品質監査の実施　（ＩＳＯ：外部第二者監査を含む）

商品化の決定  　　　    改善ﾃｰﾏの採択

　　設計検証

内部監査計画

生産本部
方　針

 情報収集

 新製品開発
 構成部品設計変更
 類似品設計

詳細設計

図面発行

　　 設計試作

試作品評価

　妥当性確認

　量産試作

　　　ＭＤＲ（２）　［特殊工程　設備の審査］

受　注

　　　設計変更　　　　　　　　　　　 工程変更　　標準類変更

部品発注の
委　託

外注先の評価

支給品
支給品の

管　理

納　入

品質情報
品質情報

　　量　産

　　初期流動管理

最終検査

工程内検査

顧 客
報 告

 不適合対策書
 の発行

ＭＤＲ（０）

基本設計

詳細設計

　設計計画
設備計画

不
適
合
品
の
情
報

工
程
管
理
の
情
報

顧 客
監 査

教　育　・　訓　練

品　質　保　証　体　系　図

新商品化計画（電池部会）  ［部門内ｼｰｽﾞ含め検討］

　　　決済/承認 主管（責任）部門

承認

新商品企画　（新商品委員会）

承認

承認

承認

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰの
実施と承認

実施結果の承認

［工程改善、設備改善］

  顧客満足度調査

受入検査

承認

承認

　　量　産

工程内検査

初期流動管理

設備保全

計測器の管理

※3

※3

※

受入検査

外　注
ﾊﾟﾄﾛｰﾙ

設備保全

外　注
ﾊﾟﾄﾛｰﾙ

［工程改善、
設備改善］

部品発注

設備保全

  クレーム
　　　情報
  苦情、他

顧客の仕様
ニーズ

ＭＤＲ（２）

ＭＤＲ（１）

設備製作

試　作

承認

不適合品の管理

梱包・輸送

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰ
の計画

内部品質監査
のまとめ

重点課題実施計画書の策定

新製品の
テーマ登録

　信頼性試験

生産計画

保　管

 クレーム受付
 調査・処置

契約内容の確認

計測器の管理

品質管理会議　　　　　［分野別］電気車品質改善会議、据置品質改善会議

図6.4.1 品質保証のしくみ（品質保証体系図）

6.4 品質保証システム

品質保証体系図を図6.4.1に示す。

外　注
ﾊﾟﾄﾛｰﾙ

是正･予防処置の承認

ﾃｰﾏ完了の承認



品質保証システムの運用状況を図6.5.1に示す。
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6.5　品質保証システムの運用状況

産業電池製造部 係長 職長 班長

○○製作Ｇ組立係

ラインNo. 月 火 水 木 金

○年○月△日～×日

外観チェック 　○○ 　○○ 　○○

１時間／１回

　Ａ勤 　　　　時

□□　点 検 表

生産本部方針をもとに、生販一体となり新
商品を企画し、新商品開発テーマを「電池
部会」(新商品委員会)で決定している。

設計審査（ＤＲ）
　基本設計、試作設計、量産試作設計の
　各段階において「プレ審査」と「本審
　査」を実施し、十分な審議をおこなっ
　ている。

初期流動管理
　ＤＲでの決定内容を反映して管理して
　いる。2011年度からＤＢによる管理を
　実施している。

電池部会（新商品委員会）
  お客様のニーズ、社内シーズ、その他
　関係部門からの情報を基に企画された
　新規開発テーマについて審議し決定し
　ている。

品質管理会議
　商品分野ごとの品質課題、品質状況を
　審議している。
  また、品質管理会議とは別に品質改善
  会議の場を設定し、細部にわたる品質
　問題の対策を審議している。

内部品質監査
　レベル向上のため、2010年度から積極
  的に他部門の監査員を招聘して実施し
　ている。

商品企画

設計・評価

量産・是正

市場監視・フォローアップ

監査・マネジメントレビュー

新製品開発として登録されたテーマについ
て設計･開発計画書を作成している。設計審
査(DR)規定に基づき評価をおこなっている。

量産試作設計の本審査を通過(承認)された
テーマは「量産」に入り、初期流動管理を
実施している。不適合があれば是正をおこ
なっている。

市場投入後も監視をおこない、クレームに
対しては調査を実施する。設計上、製造上
の不適合は是正し、お客様へはフォロー
アップをおこなっている。

外注パトロールや内部品質監査を実施して
いる。市場監視の状況やプロセスの成果、
是正や改善活動の結果などを含めマネジメ
ントレビューをおこない、次期生産本部方
針に反映している。

○○年度内部品質監査計画書
方針　１．
　　　　２． 内部品質監査連絡書 兼 チェックリスト 兼 報告書

監査対象
監査対象プロセス

監査日時
監査責任者

マネジメントレビュー（経営者の見直し）記録

見直し項目　　　　　　結　果　内　容

1.実施時期
2.ISO9001への
　適合性
3.監査の結果

不適合品対策書

（重要・一般）
発生年月日
品　　　　名
型　　　　式

顧客ｸﾚｰﾑ
前回不適合対策書No.

新商品開発・設計計画書 区分 □ 新商品開発

 件 名 計画

 目 標 実績

 項 目 責任者 担当者 ○月 ○月 ○月

ＤＲ１　設計･開発レビューチェックリスト

 
調
　
査

　
基
本
設
計

　   区分　No   項　目　　　　　　　　　　評価

1
2
3
4

ＤＲ２　設計･開発レビューチェックリスト

 
試
　
作

　
試
作
設
計

　   区分　No   項　目　　　　　　　　　　評価

1
2
3
4

ＤＲ３　設計･開発レビューチェックリスト

 
量
　
産

　
量
産
試
作

　   区分　No   項　目　　　　　　　　　　評価

1
2
3
4

 1.年度基本方針
　・

　年度　産業電池生産本部方針

新商品カルテ  発行日

 新商品委員会  電池  技開 ＷＧ

 委員長  委員  部会  本部

 受付No.  件名

 背景

図6.5.1　品質保証システムの運用状況

 初期流動管理登録書 製造部 品質管理G

件名 12V65Ah-LHM電池の開発 承認 確認 担当

承認 2007.11.02 解除 2009.08.05 ○○ △△ □□

管理項目 管理基準 管理頻度 管理目的等 責任部署

極板 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･

○○の開発

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ



有形・無形の効果、今後の進め方は、次のとおりである。
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6.6　活動の効果と今後の進め方

 1） 有形の効果

 2） 無形の効果

 3） 今後の進め方

① 製造現場の掲示板・掲示内容を統一・整理し、見える化が充実したことで、業務に対する作業

   者の意識が向上した。

② 改善活動（MES、IDシステムなど）により、日常管理業務の見える化や作業負担が軽減し、無駄

   なストレスがなくなった。

③ 集合電池の仕様でIDシステム適用物件活用では、手配ミスによるクレームがなくなり、取引先

　 の信頼が向上した。

① 製造現場の掲示物について、さらに項目や内容・見やすさを工夫し、管理状況がわかりやすい

   形に改善をおこない、全員参加型の活動を強化していく。

② 改善活動で標準化できたシステムは、基幹システム（R/3）との連携を拡充し、さらに内容の

　 充実と利便性を高め、運用範囲を拡大していく。

③ 紙ベースで回覧している品質文書のDB化をさらに充実させ、業務の効率化につなげる。

    07         08         09

受注日から出荷日までの所要日数

図 6.6.3　電気車電池　補修リードタイム

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

07 08 09 (年度)

(日)

よ
い

目 標

リ
ー

ド
タ
イ
ム

08年度下期からの累計

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

08/下 09/上 09/下 10/上 10/下 (期)

(枚)

図 6.6.2　電気車電池　図面改訂累計枚数

よ
い

累
計
枚
数

検査図面のフォーム置換え
目標とした「生産物量の80%」
に充当する181枚を含む。

当本部で運用している標準類・帳票類の制定・改訂件数

0

20

40

60

80

100

120

06 07 08 09 10 (年度)

(件)

よ
い

図 6.6.1　標準類、帳票類の制定・改訂件数

件
数

0

50

100

150

08 09 10 （年度）

（指数）

0

50

100

150
（指数）

08年度を100とした指数

災
害
度
数
率

休
業
度
数
率

図 6.6.4　労働災害発生度数率

● 災害度数率＝(災害件数)/(総労働時間)×1,000,000
■ 休業度数率＝(休業災害件数)/(総労働時間)×1,000,000

よ
い

災害度数率

休業度数率
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７． 品質向上３ヵ年計画の推進

7.1　概　要

7.2　活動のしくみ

7.3　活動の経過

2010年度

ね
ら
い

主
な
実
施
項
目

効
果

2009年度2004～2008年度

 方針書による
 年度目標の指示

 進捗の確認

 活動結果の評価と
 次年度の取り組み
 日常管理への展開

 蓄電池の事業分野別に年度目標を指示。
 「2010年単年度品質向上計画書/活動月次進捗表」への展開。

 品質実態より重点実施課題を抽出。
 プロジェクトで取り組むものと個別に取り組むものを区分。

 具体的方策を
 プロジェクト計画書に展開。

 全体の進捗を「単年度品質向上計画書／活動月次進捗表」にて管理。
 プロジェクトは１回／月のＰＪ会議で進捗状況の確認。
 個別で取組む重点実施課題は月次の品質管理会議で進捗を確認。
 問題点は月次の事業分野別品質改善会議で討議。

 「単年度品質向上計画書/活動月次進捗表」で全体の活動結果を評価。
 品質目標未達など反省事項については、次年度への取り組みを強化。
 改善結果については日常管理への落とし込みを実施。

 (年度)「品質向上計画書
 ／活動月次進捗表」

 (年度)「品質向上計画書
 ／活動月次進捗表」
 （年間まとめ）
 年度「方針準備書」

 単年度
 品質向上計画の策定

部門を横断する課題を含む

 テーマ、目標を
 プロジェクト計画書に展開

 テーマ、目標を
 重点課題実施計画書に展開

 方策の策定と実施  具体的方策を
 重点課題実施計画書に展開。

 プロジェクト計画書
 プロジェクト活動進捗表
 重点課題実施計画書

 品質向上３ヶ年計画の策定

 (年度)「品質向上計画書
 ／活動月次進捗表」

 （年度）方針書

＜四半期毎に方策の見直しが必要かを判断する＞

　品質目標の達成を目的に2004年度の「第一次品質向上３カ年計画」をスタートとして、2010年度より

「2010品質向上３ヵ年計画」を推進している。この間一貫として品質向上に取り組み、品質目標である

クレーム損失金額や工程内不良金額の削減など、一通りの成果が得られてきた。2010年度の「2010品

質向上３カ年計画」では重点実施課題の達成度を上げるため、月次の進捗確認に加え、新たに「四半期

ごとの方策の見直し」を取り入れ、活動の強化をおこなっている。

　その結果、2010年度のクレーム損失金額と工程内損失金額の低減を図ることができ、重点実施課

題の達成度合も向上することができた。

･｢ＶＩＰ活動｣を推進し､品質､効率､在庫､
 ５Ｓの向上

･｢電気車電池品種統合｣による業務の効
 率化
･重点項目に設計品質の向上を取り入れ
 ｢ＤＲＢＦＭ｣の充実化
･｢下部ショート撲滅｣のプロジェクト活動
 に取り組み､制御弁式電池のショート
 不良低減と流出防止を実施

･「ＴＱＭ活動強化宣言」による改善活動
 の加速。品質向上の推進

･2010品質向上３カ年計画の重点実施
 課題を絞り込み､活動計画を具体化
 させた活動の実施

･重点実施課題の進捗を高めるため､
 ｢四半期ごとの方策の見直し｣を取り入れ
 た｢推進フロー｣を作成し展開

･ＴＱＭ本格導入で｢ＶＩＰ活動｣を活
 発化させ､改善活動による品質向上の
 推進強化

･｢納入直後クレーム撲滅ＰＪ｣を継続し､
 部品流出クレームの半減

･極板の品質向上(ﾍﾟｰｽﾄ､ｸﾗｯﾄﾞ)を重点
 実施項目に取り上げ､プロジェクト活
 動で実施

･第二次品質向上３ヵ年計画(最終年)
 の目標達成

･2010品質向上３ヵ年計画の推進､
 単年度(2010年度)目標の達成

･第一次品質向上３ヵ年計画(2004～
 2006)の本部合計で､2003年度比50%減
 の品質目標を達成した
 (但し､電気車電池の品質目標は未達)

･第二次品質向上３カ年計画で､電気車電
 池クレーム低減に注力し効果を出した

･第二次品質向上３ヵ年計画(2007～
 2009)は2006年度比50%減の品質目標に
 対し､本部合計で工程内損失は57%減、
 クレーム損失は35%減となった

･電気車電池のクレーム損失､工程内不
 良が目標を達成した

･単年度(2010年度)の品質目標は､
 クレーム損失、工程内損失の低減を
 図ることができた

･重点実施課題の四半期ごとのふり返
 りを取り入れた結果､課題達成(100%
 以上)の比率が向上した

･第一次品質向上３ヵ年計画目標達成
･第二次品質向上３ヵ年計画の推進

品質向上３ヵ年計画の活動経過を表7.3.1に示す。

表7.3.1 品質向上３ヵ年計画 活動の経過

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ

 年度目標の指示

 単年度品質向上
 計画の策定

 方策の策定と実施

 進捗の確認

 活動結果の評価

 ３ヵ年計画の策定
品質向上３カ年計画のしくみを図7.2.1に示す。

 　  年度
活動

品質向上３ヵ年計画の品質目標達成に向けた活動をおこなうことにより､品質向上と顧客の満足､業績への貢献をする

図7.2.1 品質向上３ヵ年計画の推進フロー図
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7.4　品質向上３ヵ年計画の実施状況

 １． 品質損失目標

電気車
据置
　　据置一般

　　SNS

　　MST

SLA
アルカリ

合計
電気車
据置
SLA
アルカリ

合計

工程内不良
（仕損じ）損失

クレーム
（不良品）損失

２０１２年度損失目標
損失金額（千円） 損失率（％） 損失金額（千円） 損失率（％） 損失金額（千円） 損失率（％）

損失区分
部門内における

事業分野
’０９年度損失実績 ２０１０年度損失目標

２０１０品質向上３カ年計画（2010～2012年度）

 
･品質向上３カ年計画から
 (年度)本部方針書により
 商品分野ごとに年度品質
 目標を展開している。

 (2010年度から､据置電池の
  ｸﾚｰﾑ目標を細分化して管理)

･前年度の品質実績を解析し、
 品質目標の達成に向けて取り
 組むべき重点実施課題を策定
 している。

･重点実施課題ごとに方策を
 策定し、実施計画を作成し
 ている。

･プロジェクトで推進する課題
 は別途プロジェクト計画書に
 よって管理している。

 年度目標の指示

 単年度品質向上計画の策定

･品質目標、重点実施課題は
 月次の品質管理会議や品質改善
 会議で進捗を管理している。

  (月次のまとめを行い､全社の
　 品質統括会議で報告)

 方策の策定と実施

･２０１０年度から、
 進捗状況をみて達成度が思わしく
 ない場合は、四半期ごとに方策の
 有効性をチェックし、方策を見直
 す必要がないか検討をおこなって
 いる。

 進捗の確認

 活動結果の評価

品質向上３ヵ年計画の実施状況を図7.4.1に示す。

図7.4.1 品質向上３カ年計画の展開

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ

　　　　　（単年度）品質向上計画書
２．（単年度）重点実施課題

① ・チューブセット設備の改善

　チューブ整列の改善（ホッパー部改造）  目標
　上部連座 折り曲げの改善（設備改造）  △△%以下
　格子供給部の改善（設備改造）

② ・乾式充填工程の重量におけるLAN管理 全展開  目標 
　品質トラブルに即時対応するため、LAN管理を 　□□%以上
　徹底活用する。

具　体　的　方　策

　電気車
　製作G

方策の目標(値)

目標達成のための方策（要因分析に基づくブレークダウンした課題）
担当部署
（責任者）

Ｎｏ．

　　　　　（単年度）品質向上計画書
２．（単年度）重点実施課題

　　　　　（単年度）品質向上計画書
２．（単年度）重点実施課題

 ３ヵ年計画の策定

品質管理会議

 目標、課題達成に向けて
 四半期ごとに方策の有効性を
 チェックし、方策の見直しが
 必要かを判断している。

･重点実施課題の改善結果は、標準化をおこない日常管理
 への落とし込みをおこなっている。
･年度末には、反省事項、問題点などを整理し、次年度に
 展開している。

1

乾式極板工程における 乾式極板
工程内不良を10％低減する。不良率
（電気車全体で2.5％相当）

課　　題　　名

○○%→△△%

分
類

管理項目 及び 目標
管理項目 現状→目標値

重　　点　　実　　施　　課　　題

Ｎｏ．

電
気
車

　　　　　（単年度）品質向上計画書
２．（単年度）重点実施課題

　前年度品質実績の
　解析はＱＣ手法を
　活用している。

電気車
据置
　　据置一般
　　SNS
　　MST
SLA
アルカリ

合計

電気車
据置
SLA
アルカリ

合計

部門内における
事　業　分　野

損失区分

クレーム（不良品）
損　失

工程内不良（仕損
じ）

損失

’１０年度損失実績 ２０１１年度損失目標

損失金額 損失率 損失金額 損失率

　　　　　　　　　　　　（単年度）品質向上計画書
１．（単年度）品質損失目標

　品質目標と重点実施
　課題を摺り合わせて
　展開している。

　　　　　（単年度）品質向上計画書
２．（単年度）重点実施課題

 品質関連の会議で問題点を
 抽出している。
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7.5　活動事例「品質向上３ヵ年計画による電気車電池のクレーム低減」

ｴﾚﾒﾝﾄ逆ｸﾚｰﾑ 指数

0
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60

80

100

120

2006年 2007年 2008年 2009年

発生年度

製造年度

よい

年度（年度）

破裂・焼損ｸﾚｰﾑ　指数

0
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80

100

120
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設計・構造不良

製造不良

よい

（年度）

部品不良　指数

0
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よい

年度（年度）

組電池不良　指数

0

20
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2006 2007 2008 2009 年度

よい

（年度）

ヒートシール不良 指数

0

20

40

60

80

100

120

2006年 2007年 2008年 2009年

発生年度

製造年度

よい

年度（年度）

　この事例は、「第一次品質向上３ヵ年計画（2004～2006年度）」で目標未達であった電気車電池

の品質損失について、「第二次品質向上３ヵ年計画（2007～2009年度）」で重点的にクレーム低減

対策をおこない、ＰＬ事故に結びつく可能性がある重大不良の低減を含め品質目標を達成し、品質

向上を図った活動である。2010年度からの「2010品質向上３ヵ年計画」も、品質目標の達成に向け

て継続して品質向上に取り組んでいる。

※不良低減の効果グラフは、２００６年度を１００とした指数

組電池不良（取扱不備を含む）

溶接不良

封口不良

エレメント不良 納入直後不良

図.1 クレーム実施対策の状況

１）経営課題

２）ねらい
・「第二次品質向上３ヵ年計画」で実施した対策
　効果を検証し、「2010品質向上３ヵ年計画」に
　活かす。
・「2010品質向上３ヵ年計画」の品質目標を達成
　する。

2.電気車電池クレーム低減「第二次品質向上３カ年計画」の実施結果

１）主な実施対策とクレーム要因別件数（2006年度－2009年度）比較

1．活動の背景（経営課題との関係）

・産電生産本部の売上、営業利益の必達
・品質目標の必達と重要品質問題の解決

●産電生産本部
　第二次中期計画基本方針 （2010－2012年度）

・クレーム損失　３８％減（2012年度/2009年度）
・工程内損失 　 １２％減（2012年度/2009年度）

【電気車電池】

クレーム損失金額　　2009年度比 ２０％減

（クレーム損失率　  2009年度比 ２５％減）

●2010年度　産電生産本部方針

３）品質目標

２）主な対策内容と効果

図.3 クレーム対策の効果

・対策
　設備更新と電槽高さ、溶け代
　の管理を強化した

・対策
　液面高さの調整基準を細部化し、
　季節を考慮した管理に変更した

・対策
　エレメント挿入状態の検査に
　画像検出センサーを導入した

・対策
　溶接の技能チェックを毎月
　継続して実施している

図.2 クレーム件数 要因別比較

２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度

 　　　＜納入直後ｸﾚｰﾑ撲滅ＰＪによる対策＞　　　　　　　　　　・2009/12 鉄箱発注書に
　・2007/12 図面表記統一　　　　　　　　　　　　　　　　　 　      　 過去ﾄﾗ追記
　・2008/02 指示票 鉄箱塗装色　　　　 　　　　　 　       　　　　・2010/02 検査結果の
 　　　追加､ﾌﾟﾗｸﾞ検査方法改善　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

 ヒートシール
 不良対策

 エレメント逆対策

 接続ｶﾝ溶接対策
（溶接状態確認）

 組電池不良指導対策

 溢液対策
（補水手順変更）

【クレーム対策】 【工程内対策】

 ６Ｌ設備総合効率向上ＰＪ

 LTS機品質向上
 極板ｴﾚﾒﾝﾄ不良削減
 外観品質向上

 湿式充填工程改善

 乾式極板充填ﾊﾞﾗﾂｷ改善
 ｽﾀﾞﾚ格子連座形状最適化
 極板落下不良削減

 多くのクレームに対し、要因解析をおこない
 低減対策を重点的に実施した。

・対策
　使用環境を確認し、
　取扱不備の場合は
　適切な取扱指導を
  実施した

・対策
　見易い検査図面、
　過去ﾄﾗ表記で検査
　ポイントを明確化
　し、ポカミス防止
　の改善を実施した

 損失金額の大きい組電池不良、
 お客様の信頼を失う納入直後の
 不良も低減できた。

131

121722
44

66
829090

110
122

23
813

２００６年度

２００９年度

20%低減

 ＰＬ事故に結び付く可能性がある重大不良は低減できた。

0
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120

2006年 2007年 2008年 2009年 （年度）

よい

溢液不良

 ３カ年でクレーム件数
 は約20%低減できた。
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2009年度 2010年度

 重点実施課題
100

80

60

40

20

0

目標 80

2009年度を
100とした
指数評価

乾式極板不良 58

３，５ﾗｲﾝ不良  35

実績

ｾﾊﾟﾚｰﾀ
加工不良 5%

溶接鉛に
よる短絡 10%

ｾﾊﾟﾚｰﾀ
貫通短絡
　42%

その他
　43%

0

20

40

60

80

100

120

2006 2007 2008 2009

クレーム損失金額

工程内損失金額

よい

年度

（指数）

（年度）

※２００６年度を
  １００とした指数

     目標

( ５０％以下)

クレーム損失金額、工程内不良金額とも
2006年度比 ３カ年で半減させる目標を達成した。

・問題点として、慢性的に発生してい
 る単セル不良の低減ができていない。
 中でも、原因が掴みにくい「ｾﾊﾟﾚｰﾀ
 貫通短絡」への対策が十分でない。

図.6 2009年度単セル不良の内訳

図.7 重点実施課題の
　　　　達成状況

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

クレーム損失 工程内損失

クレーム損失目標ライン

工程内損失 目標ライン

3.電気車電池クレーム低減「2010品質向上３カ年計画」の実施状況

1)「2010品質向上３ヵ年計画」の目標達成に向けて、改善実施内容の維持向上を図る。
2)「セパレータ貫通短絡」の検証をすすめ、改善に取り組む。

5. 今後の進め方

 電気車電池の重点実施課題
 の目標値は達成できた。

・クレーム損失金額は目標とした前年比20%減に届かず、10%減となった。
・工程内損失の不良金額は32%減となり、目標を大きく達成した。
・「ｾﾊﾟﾚｰﾀ貫通短絡」の原因究明については、検証試験を実施中である。

３）無形の効果 ・クレーム損失金額の単年度目標は未達に終わったが、低減傾向にあり、ねばり強く対策
　を続ければ、目に見える効果が生まれることがわかり、担当者の励みになった。

・品質向上３カ年計画の重点実施課題の進捗を高めるため「四半期ごとの方策の見直し」を
　含めて「推進フロー図」を制定し定着させた。

4. 標準化と日常管理の定着

図.5 クレーム金額の要因別構成比

２００９年度

１）電気車電池のクレーム低減目標と
　　　2010年度（単年度）重点実施課題

２）2010年度（単年度） 有形の効果

３）第二次品質向上３カ年計画 品質目標の達成結果

表.1 「2010品質向上３カ年計画」クレーム低減目標
2009年度を100とした指数

　　　　　　　　　　　2010年度　→　2012年度

 クレーム損失金額　　　　８０　　　　　７０
 （ｸﾚｰﾑ損失率） 　 　　（７５）　　　（６５）

表.2 2010年度重点実施課題

 重点実施課題で「極板品質」「組立品質」の向上を図り、
 個別課題として、前年の残された課題である「ｾﾊﾟﾚｰﾀ貫通短絡」
 の原因究明に取り組んでいる。

図.4 損失不良金額の推移

４）残された課題

図.9 2010年度品質目標の達成状況
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 2） 無形の効果

 3） 今後の進め方

7.6　活動の効果と今後の進め方

 1） 有形の効果

① 品質向上３カ年計画の「推進フロー図」を制定し、重点実施課題の進捗に四半期ごとの方策の

　 見直しを取り入れ、チェック・処置を強化したことで、目標達成に向けた部門内の取り組み姿

　 勢がよくなった。

② 品質目標の達成に向けて実施した改善対策の効果を実感できるようになり、未然防止への意欲、

　 次の目標に向かって取り組む意識が向上した。

③ 品質向上計画とプロジェクト活動・小集団活動を連動させることで、部内ならびに協力会社を

　 含めた組織の一体感が芽生えた。

① 品質向上計画で取り組む重点実施課題の達成度を向上させ、クレーム低減・工程内不良の低減

   をさらに推進させていく。

② クレーム低減項目で課題として残っている「セパレータ貫通短絡」についても、要因解析や検

　 証試験を繰り返し、「単セル不良」のさらなる低減を図っていく。

③ 三現主義の徹底とＱＣ手法の活用を協力会社にも広めることで、不具合是正のスピードをさら

　 に高め、品質目標の達成度の向上を確かなものにしていく。
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８． 総合効果

1） 有形の効果

2） 無形の効果

3） 今後の課題

　ＴＱＭ活動の強化による経営課題達成の活動により、業務プロセスの改善、品質向上計画の推進、
各種改善活動などの取り組みの結果、次のような効果をあげることができた。

① ＴＱＭ活動を強化することで、経営課題への取り組みが全社員に理解され、改善活動の重要性

　 や位置付けが明確になり、課題達成までのスピードが向上した。

② 方針管理の徹底でコミュニケーションの活発化が図られ、効果が見えることで、ＴＱＭ活動の

　 有効性の認識が高まった。

③ 改善活動や指導会、ＱＣ検定資格取得の促進を通じて、ＱＣストーリの各ステップの重要性や

　 ＱＣ手法の理解・浸透が図られた。

① 圧倒的品質とさらなる原価低減により、市場シェアを現状よりも向上させる。

② 生販一体で物流費削減、生産リードタイム短縮、在庫金額削減をさらに推し進める。

③ 市場で競争力のある新商品を、スピード感を持ってタイムリーに開発・量産する。
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図 8.1.5　海外拠点支援における設計開発件数
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９． 将来計画
　企業理念である「革新と成長」のもと、中期・年度本部方針の経営課題達成に向けて進めてきた

ＴＱＭ活動を「経営ビジョン」達成のための有効な手段として活用・進化させ、「世界ナンバーワン品質」

をめざしていく。

　そして、ＴＱＭ活動の継続により、産業電池生産本部がめざす「いかなる環境の変化にも対応し、お

客様に喜ばれるものづくり集団」の実現に照準を合わせて、経営課題達成とともに、変化に俊敏に対応

できる組織体質の革新を推し進める。

　また、個人の知の向上を図り、組織能力を高めることにより、強固な組織と活気のある「ものづく

り集団」をめざしていく。

図9.1　経営ビジョン達成に向けての将来計画

-　産業電池生産本部　経営ビジョン　-

　１．ＣＲの推進
　　　　　製造能率改善、間接部門の効率化、部材コスト低減
　２．生産拠点の集約化促進
　　　　　集約による京都事業所再編、電気車生産フローの改善、製造部組織再編
　３．生産管理の革新
　　　　　物流費、生産リードタイム、在庫金額の削減
　４．新商品開発
　　　　　耐ＰＣＬ電池の開発、高容量電気車電池の開発、ベント形電池の耐震性向上架台の開発、他
　５．品質目標の必達と重要品質問題の解決
　　　　　クレーム損失・工程内損失の低減、市場不具合対応の完了、他
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